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要 旨=

本論文の目的は、現在盛んに企業間で実施 されている、企業問連携を新 たな視点に立って分類

すること、企業間連携 を実施する主体者の 「意図」 を抽出すること、企業間連携が経営 に及ぼす

効果 とリスクを検証することである。

企業間連携の新 しいパ ターン分類 として 「垂直連携」、「水平連携」、「越境連携」、「階層連携」

の4つ の新 しい連携パ ター ンを提 唱す る。各企業間連携が、経営にどのような影響 を及ぼすか効

果とリスクの側面について分析をする。分析 に際 しては、「規模の経済性」、「範囲の経済性」、「連

結の経済性」、「ネソ トワークの経済性」の4つ の経済性の効果 とリスクを最近の企業間連携事例

及び本稿でとりあげた事例研究から抽出する。

分析の結果か ら企業間連携 には、主体者が意図する効果のみな らず、意図せざる結果のリスク

が存在することが判明 した。

連携のパ ターンと経営上の効果 との問には、垂直連携は連結の効果、水平連携は規模の効果、

越境連携は範囲の効果、階層連携 はネットワークの効果に強い関係があることが判明した。
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ネッ トワークの経済性、企業間関係の効果 とリスク

                           Abstract 

   The purpose of the paper is to propose new classification of inter-corporate alliance and study effects 

and risks on the management of mter-corporate alliance 

Inter-corporate alliance can be classified into four patterns by its alliance-form, vertical alliance, horizontal 

alliance, cross-industry alliance, and infrastructure-application alliance 

   In this paper, we deal with those four cases of inter-corporate alliance in detail besides many cases 

reported recently 

   This analysis makes it clear that inter-corporate alliance exists in effects and risks just as the subjects of
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inter-corporate alliance intended and not and that verticalalliance is influenced by econ . ormes of linkage, 

horizontal alliance is influenced by economies of scale, cross-industry alliance is influenced by economies of 

scope, and infrastructure-application alliance is , influenced by economies of network.

Key words: vertical alliance, horizontal alliance, cross industry alliance, infrastructure-application alliance, 

economies of scale, economies of scope, economies of linkage, economies of network, effects and risks of 

inter-corporate alliance

1.,は じ め に

現在、企業間連携はメ隔カー、卸売業▽小売業の様々な生産主体で実施 されている。

企業間連携の形態 としては、メーカー問、卸売業問、小売業問同士、あるいは業種 ・業態を越

えた連携が実施 されている。また、企業間連携が促 される要因として、企業 を取 り巻 く外部環境

の変化への対応 を意図する連携 企業 自体の製品品質維捺 向上や顧客の獲i得を自的 とした内部

環境め変化を意図する連携 と連携の形態、意図は様々であるみ

1.1研 究の目的

本稿の研究 目的は、以下の3項 目である。

(r)、企業間で実施されている企業間連携のパターン分類

(2)企 業間連携の』「意図」の抽出

(3)企 業間連携の連携効果の事例による検証 とリスクの事例 による整理

従来から企業間連携のパターン分類では、連携主体者の業種 ・業態による分類、あるいは連携

効果による分類等がある。本稿では、現在企業で実施 されている企業間連携 を整理 し、独自の観

点から分類することを目的にする。・

企業間連携の 「意図」の抽出では、連携主体者が どのような経営上の目的 を遂行 しよう.と思い

企業関連携 を実施 しようとしたかという 「意図」 を抽出することを目的とする。

企業間連携の連携効果 とリスクについては、連携効果 として経営面での効果が確認で きるかを

検 討する。また逼.企業間連携について従来、』経営上の正め効果のみに焦点が当七 られ論 じられて
.きたが、負の効果 としての リスクについて も検討 し、整理をする6

1.2研 究の方法

研究の方法としては、事例研究を中心 に以下の研究手順に基づ き実施する。

(1・)リ サーチ ・クエ ッションの設定 層

(2)連 携事例の収集

(3)連 携の 「意図」の抽出 ・

(4)事 例の意図的絞 り込み 』

(5)事 例企業の定性的 ・定量的データの収集'ン ・

(6)デ ータの分析

(7)事 例企業の 「効果」 と 「リス ク」.の分析,「
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1.2.1リ サ ー チ ・ク エ ス チ ョ ン

従来、企業間連携のパターンを分類する場合に・連携主体者が誰であるか というこζ、連携主

体者の業種 ・業態が何であるかということ、連携が川上か ら川下かどうか ということ、経営上の

効果に焦点が当て られ分類が実施されている。本稿では、 リサーチ ・クエスチ ョンとして以下の

4つ の問いをリサーチ ・クエスチ ョンとした。

リサーチ ・クエスチ ョン1:企 業間連携 を新 しい方法で分類できないか?

リサーチ ・クエスチ ョン2:企 業間連携で一般的にいわれている 「効果」は正 しいのであろうか?

リサーチ ・クエスチ ョン3:企 業間連携 は連携後に当初の 「意図」どお りの 「効果」をあげている

のであろうか?

リサーチ ・クエスチ ョン4:企 業間連携 には 「効果」の他に 「リスク」が存在するので『はないか、

存在するとすればどんな 「リスク」か?

1.2.2企 業間連携の定義 と連携パターン

本稿 においては、企業間連携を 「企業間連携 とは、2つ 以上の企業が、通常の取引関係以上の

共同活動を継続的に行 うこと」 と定義す る。

連携パ ターンについては連携主体者 に焦点 をあて、供給業者や顧客 との連携である垂直連携、

同業者 との連携である水平連携、異業者 との連携である越境連携、アプリケーション(以 下アプ

リと記載)製 品業者やインフラス トラクチ ャー(以 下インフラと記載)提 供者との連携の4つ の連

携パ ターンを提唱する。各々の定義は、以下のように示される。
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図1.企 業間連携の4つ のパターン

なお、4つ の企業間連携の一般的効果 としては、垂直連携の効果どして活動 を連携相手 と相互

調整す ることによる効果、水平連携の効果 として連携相手 と特定の機能 を共同利用することによ

る効果、越境連携の効果 として連携相手の経営資源の補完的 ・相乗的効果、階層連携の効果 とし 、
て他社 と連携することで事業 を成立 ・安定させる効果がある。
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1.2.3最 近の企業間連携 とその効果.='＼:・ し.

(1>最 近の企業闘連携

最近の企業連携の事例 として、過去3年 間の 日経テレコムの日経4紙 の記事検索、 日経関連雑誌

の記事検索 を実施 した。

垂直連携の代表的な事例 としては、EDIを 導入することによって販売、在庫情報 を交換 し自動

的に受発注する仕組みを作g上 げ、メーカ「に棚管理＼棚割 りを任せ ることによって自社の在庫

削減、物流効率化 を図っている大規模小売店のジャスコと トイレタリー製品のメーカーである花

王の企業間連携があげられる。'・

水平連携㊧代表的な事例としては・物流費や広告費の削球・連携相手が持 っている商品開発能

力の利用、入材の確保等の効果 を狙った経営理念が似てお り、出店地域が重 なっていないコンビ

ニエ ンス ・ス トア同士の企業間連携であるサ「クルケイとサ ンクスアン ドアソシエイツの企業問・、

連i携があげられる。

越境連携の代表的な事例としては、自動車 メLカ ーが;酸 化窒素の排気量 を減 らすエ ンジンの

開発 をし、その開発に応 じた燃料の開発 を国際石油メジャーが手がける トヨタ自動車 とエクソン

の企業間連携があげられる。

階層連携の代表的な事例 としては、通信事業者が自社が取 り扱 うパソコンのISDN接 続、イ冫タ

ーネッ ト接続、アフターケアーまでのサービスを実施するNTTと コンパ ックの企業間連携があげ

られる。

以上、代表的な事例 を記載 したがその他の企業間連携の事例.として、まとめたものが以下の表

である。
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表1.最 近の企業間連携の事例

連携
種類 連携当事者 効 果

規模の
効 果

範囲の
効 果

連結の
効 果

ネットワーク 「
の効果

連携一効果の内容

両社 はEDiに より販売、在庫情報 を
、

ジャスコと花王

交換 し、自動的に受発注する仕組み

を作 り上げ、花王 に棚管理、棚割 り

を任せることによる在庫削減、物流
◎

相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

効率化 を図っている。

ジャ入コは出版取次最大手の トーハ

ンと組み1書 籍 ・雑誌の 自動補充 シ

ステムを構築 し、直営店69店 舗に導
'

入する。ジャスコが各店の販売デー

ジ ャス コ と トーハ ン
タをオンラインで提供、 トーハンは

機動的に商品を補充 する。発注業務
◎

相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

の軽減、入荷 までの期間短縮、欠

品 ・返品の削減が狙い。新システム

で発注精度を高め、返品率を大幅に

下げて配本条件 を改 善する。

菱食と相鉄ローゼン
菱食への物流窓ロー元化による加工

食:品の受発注や配送の効率化。
◎

、相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

有機農産物生産販売のイズ ミ農園が

イズミ農園と伊藤忠商事 販売力のある総合商社伊藤忠の垂直

統合に入 り込むことで一層の成長性 ◎
相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

垂 を 目指 す。

v 須 阻商事が コメを供給 し、・秋田バイ

直 須田商事と秋田バイオファーム
オファームが加工販売。両者が得意

とする技術 ノウハウを組み合わせ付 ◎
相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

加価値の高い商品を作 り出す。

連

携

コ ンピュ ー タ関連部 品商 社 の

セ ン トラ ル コーポ レー シ ョン

とアキ レス

ゴンピュータ関連部品商社のセント

ラルコーポレーションがアキレスが

開発 した静電気 を防止 する新素材

「STポ リ」の成形品の販売をする。

◎
相互活動による品質管理 の維

持、製品供給の安定化

ヤマハは、介護用品企画 ・開発のア

ルポ(浜 松市)と 提携 し、介護機器

ヤマハ と介護用品企画 ・開発

のアルポ

の販売 を始めると発表 した。人口の

高齢化や介護保健法施行で介護機器

の伸びが見込めると判断 した大手企
◎

相互活動による品質管理の維

持、製品供給の安定化

業 と、大手の販売力 を期待するベ ン

チ ャー の利害が 一致 した。

床暖房メーカーのユウキ(長 野県更 し

埴市)は ユアサ商事 と提携 し、床暖

房、静止冷房の両システムを全国販

床暖房設備メーカーのユ ウキ

(長野県更埴市)と 落アサ商事

売する。いずれも熱効率が高 く、施

工 も楽なのが特徴。強い販売網 を持

つユアサ商事に営業 を委託 し、ユゥ
◎

相互活動 による品質管理の維

持、製品供給の安定化

キは開発 ・施工に特化することで年
.-

、

商 を2000年3月 期 に10億 円に伸 ば

す 。

ジ ャス1トシズテ ム と朝 日新聞 記事検索ビジネスと記事の提供 ◎
相互活動 による品質管理の維

持、製品供給の安定化

アップルと島村楽器 iMacの 製造 と販売 ◎
相互活動 による品質管理の維

持、製品供給の安定化
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連携
種類 連携当事者 効 果 規模の

効 果
範囲の
効 果

連結の
効 果

ネントワーク

の効果
連携一効果の内容

トヨタ自動車は㍉ダイハ ッ工業の小型 '

トヨタ とダイハッ
乗用車 「ス トーリア」のOEM供 給で

トヨタ車で最少 クラスの小型乗 用車 ◎
製品製造に伴う補完 ・融合

効果

「デ ュエ ラ ト」 をカ ロー ラ店 で販売 。

トヨタと日野自動車

日野 自動車の大型商用車への特化 を支

援す るこ とによる トヨタ自動車の車種

の補完。 トヨタ自動車は乗用車に専念。

◎
製品製造に伴う補完 ・融合

効果

興銀 と野村
興銀のク レジット(債 権)と 野村のエ

クイティ(株 式)の 分析力の活用。 ◎
製品製造 に伴う補完 ・融合

効果

三菱グループ

金融 ビッグバ ンの証券業務の展開、グ

ループ企業 による金融サー ビスの提供

による競争優位の確保
◎

製品製:造に伴 う補完 ・融合

効果

サー クルケ イ ・ジ ャパ ン とユ ニーが コ ン

ビニエ ンスス トアのサ ンクス ア ンドアソ

シエ イツ と提携 。サー クルケ イが サ ンク
'

スを選んだ理由は出店地域がほとんど重

ならず経営理念が同一であるためQ咄 店 同一製品を扱う企業による

戦略もドミナント地区は直轄、地方では 設備の共有 による固定費の

サ ー クルKと サ ンクス
エリアフランチャイズ制 と似通 ってい

る。経営上の効果として規模は業界4位 ◎ ◎
低減 と規模創発性の享受

になる。質の効果としては物流費や広告 製品製造に伴 う補完 ・融合

宣伝費の削減、出店ペースの増加、既存 効果

1エリアの集中化、全国的な知名度の向上、
「

入材の確保がある。また、サンクスは商

品力や販売力に優れてお り、両者の長所

をかみ合わせる。

三 洋電気 とフィリ ップ スセ ミコンダ クタ
水 一ズ は

、 デ ジ タル カ メラ用 のCCD(電

荷結合粒子)事 業で包括的に提携すると 同一製品を扱 う企業による

平 発表 したご次世代の高精細CCDを 両者 設備の共有による固定費の
三洋 電気 とフ ィ リッ プスセ ミ

コンダ クターズ

で共同開発するとともに、製造から販売

まで協力体制をとる。パソコン用や監視 ◎ ◎
低減と規模創発性の享受

連 用 カメラ向けのCCDに 強い三洋 と医 製品製造に伴う補完 ・融合

療 ・放送など業務用で実績のあるフィリ 効果
ップスが組むことで、民生用デジタルカ

携 メラ用の高精細CCDの 開発を加速する。

医薬品卸サ ンエス、パ レオ

(札幌)、 三星堂(神 戸)、 ア
ステム(大 分)の 連携に、エ

バルス(広 島)参 加

医薬品卸の提携。4社 は97年7月 に業

務提携実施。98年8月 に災害時の相互

支援協定を結び、9月 に顧客の在庫管理、

医薬品情報提供などの顧客支援システム

の共同開発を進める。

◎ ◎

製品製造に伴う補完 ・融合

効果

製品の標準化 ・普及での顧

客の便宜の増加による事業
の拡大

国分、三重県内の酒類卸2社

の井坂商店、四日市酒販

井坂商店は99年1月1日 付けで県北部

に販路を持つ四日市酒販から営業権を譲

り受け、国分は三重県内で最大となる井

坂商店と提携することで手薄だった三重

県内での酒類販売を強化する。営業 ・物

流の合理化 を模索 していた卸2社 と酒類

販売の強化 を狙う国分の思惑が一致。「

◎ ◎ 、

同一製晶を扱う企業による

設備の共有による画定費の

低減 と規模創発性の享受

製品製造に伴 う補完 ・融合

効果

99年1月 から双方の会員 帝受け入れる 同一製品を扱う企業による

フィットネスクラブ同士の日

本体育施設運営(千 代田区)

とディックルネサンス(墨 田

区)

施設の共同利用ほか、新規施設の共同運

営、従業員教育の共同実施、プログラム

の共通化などで幅広く提携する。自社の

会員増加 と提携先会員の利用による収益

◎ ◎

設備の共有による固定費の

低減 と規模創発性の享受

製品の標準化 ・普及での顧

向上、互いのノウハウを交換し、会員へ 客の便宜の増加による事業

のサ ービスの質 を高め る。 の拡大

配合飼料のコス ト競争力の強化のため、 同一製品を扱う企業による

生産と物流での業務提携。製造設備の効
「

設備の共有による固定費の

日清製粉と日本農産工業 率化運用 と物流 コス トの削減を目指す。 ◎ .◎ 低減と規模創発性の享受

両社の工場閉鎖に伴い、生産工場の相互 製品製造に伴 う補完 ・融合

' 受委託体制を構築する。 効果
'

同一製品を扱う企業による設備

ヤマ ト運輸 とUPS
ヤマ ト運輸が海外向け宅配便に参入する

ために世界最大の同業者UPSと 提携 、 ◎ ◎
の共有による固定費の低減と規

模創発性 の享受
製品製造に伴う補完・融合効果
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遮携
種類

..連携当事者 効.果. 規模の
効.果

範囲の

効 、果

連結の
効 ・.果

ネットワーク

の効果
連携一効果の内容

サッポロ飲料が不二家の飲料製品の総販売元どな: 同一中間工程、同一原料を

り、果汁飲料を販売する。サッポロ飲料の提携の. 扱う企業に'よる固定費の低

不二家とサッポロビール飲料

1狙いは自販機の品揃えの強化
。自販機での販売を

考えると、たとえ成長が見込めなくても品揃えど.
◎ ◎

減と規模創発性の享受、

して果汁、炭酸はかかせない。.不二家は販売数量
. ' 異業種、異製品の取 り扱い

』の下落に歯止めがかかることを狙いとする
。.、 に生 じるシナジー効果

トヨタ自動車と国際石油資本の米エクソンが次世代

動力源の開発に向けて提携。具体的テーマは99年4

月までに決定し、日米双方で研究を開始6ト ヨタ.が

窒素酸化物の排出量を減らすディニゼルエンジンを

トヨ タ自動車 とエク ソン
:開発しエクソンはそれに適した硫黄分の少ない燃料

を開発、供給する。将来は、水素と酸素の化学反応

■

◎.=.
異業種、異製品の取り扱い

に生じるシナジー効果

で電気を動力源とする燃料電池車の研究も手がける

と考えられる。自動車メーカーと石油資本の提携に.

よる低公害車の開発はすでにあり、トヨタとしても

石油資本との関係強化が不可欠だった。
「

音楽レストラン「スイート・ベイジル」の展開。.店舗}ホ≠

ヱ.ス ビー食 品 と音.楽'制作 会社

の ス イー ト・ベ イ ジル

スビー食品が運営し、音楽はスイート・ベイジルが受.

け持つ。ヱスビー食品は現在、ス」パニ店頭などで
』販売拡大を図っている生のハーブやハ「ブ関連商品

「「

◎.
異業種、異製品の取 り扱い

に生じるシナジー効果

の商品開発、マーケティングに新業態を活用す茘

HACCP(危 険度分析による衛生管理).に対応した .

システム技術の確立。HACC戸 導入により食品関連

の建設需要が高まると判断'し、食品衛生のノウハ

前田建設工業と米国食品コン ウを確立し、受注活動を強化する米シニ社の衛生

サ ル タ ン『トの 日本法 人 シニ ア

リ トル ・ジ ャパ ンと三菱 レイ

管理コンサルティング実績と自社技術の組み合わ

せで食堂施設の運営まで踏み込んだ設計、施工技
・◎ 異業種、異製品の取 り扱 い

に生じるシナジー効果

越
.ヨン ・エ ンジニア リング

術を開発するのが狙い。異業種2社 の提携は、大

規模な製造施設だけでなく、レス トランや学校、

境
セントラルキッチンなど川下分野の食晶加工 ・販 .

売会社まで視野に入れた営業を進ゆるb

昇降機能付き信号機の共同開発。アラマキテク
、

同一中問工程、同一原料を

連 搬送機 メーカ」のアラマキテ ニカが開発した昇降装置に照明、信号機大手 扱 う企業による固定費の低

クニカ(埼 玉県川口市)と の小糸工業が着目b両社の技術を活かしで製 ◎ ◎ ・ 減 と規模創発性の享受
.小糸工業 品化を目指す。両社は信号機の他に、.街路灯. 異業種、異製品の取 り扱い

携 なども開発する。 に生じるシナジー効果

複合型店舗の出店。異業態の店舗が3ンビを組む
ことで集客の相乗効果を狙う。資本力のあるぐろ

がねやがやまとの出店を支援するとともに、食品

ホ「みセ ンターの くろがねや

と食品ス「パーのやまと(山

梨県)

スパーの集客力を活かして自社の店舗の増収効果

を期待している。両社の関係強化は、やま.とが取

扱商品を得意の食料品に特化し、食品スパーとし

て競争力を強化したことが背景にあり、日用雑貨

. ◎
異業種、異製品の取 り扱い

に生じるシナジー効果

や台所用品などを中心に扱うくちがねやにとろて

は総合スーパーとの複合店と違い商品競合が生じ
.
ず、相乗効果が大きいと判断したρ

大塚商会は安田火災海上保険と提携し、障害が発・

生して再生不能になったハー ドディスクな.ど記憶

装置のデータを復旧させるサービスを共同開発、

大塚商会と安田火災海上保険
ll月 からサービスを瀾始する。大塚商会は一定

のサービス料金を月額で徴収し、ディスク障害発

生時にデータ復旧作業を請け負う。.成長の見込め
.

◎
異業種、異製品の取 り扱い

に生じるシナジ」効果

るコンピュータ保険分野で事業拡大を狙う安由火

災とデ「タ復旧サービスを拡大しながらリ.ス.ク管

理をしたい大塚商会の思惑が一致。

AOLと 全日空. AOL(AmerikaOnLine)世 界最大のパシコン通信会.

社)の利用によっても全日空のヤイレージがたまる。
◎ 、

異業種、異製品の取 り扱い

に生じるシナジニ効果

金属加工の三洋発条(栃 木県足利市).は、ワイヤ

(線材)を 使った自社企画のフラワースタンドなど

金属加工の三洋発条(栃 木県

足利市)と タキイ種 苗

をタキイ.種苗と提携 して全国の園芸店やホームセ

ンターで販売する。三洋発条は主力の金属加工、 ◎.
異業種、異製品の取 り扱い

に生じるシナジー効果

スプリング製造が伸び悩んでいるため既存の技術

力を生かし、新規事業として確立する考え。・
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連携
種類

連携当事者 効 果
規模の
効 果

範囲の
効 果

連結の
効 果

ネットワーク

の効果

L

連携一効果の内容.

安田生命保険は新規加入者 を紹介 した

顧客に景品 を送るサービ入を始めた。

ヤマ ト運輸 と提携 し、景 品の配送 など

を同社に前面委託する。新規契約者の 「

連携企業のインフラ、アプ

リ相互利用 による製造 コ・ズ

トの低減

安田生命保険とや まと運輸 獲得 ポイン ト数の通知や カタログ発送

はヤマ ト運輸が代行 し、安田生命 は最

小限の経費でサ轡.ビスを運営できえる。

新規契約の低迷の対策 と して景品サー

ビスの拡充で契約者の開拓 をはかる。

◎

」

◎ 連携企業のどち・らか一方s

あるいは両方の製品の標準

化 ・普及での顧客の便宜の

増加による事業の拡大

相互活動によって、はじめ

日本全国を網羅する光回線 を持 たない てビジネズが成立する効果

DDI』とKDD
・DDIはKDDか らJIH〈列島環状光海底〉

の一部回線 を購入 し、既存の陸上光回 ◎ ◎r
連携企業のどちちか邑方、

あるいは両方の製品の標準
線と組合せ全国網を構築す る。 化 ・普及での顧客の便宜の

増加にょる事業の拡大

西濃運輸と郵政省

西濃運輸 は今回の提携で顧客の獲得を

耳指 し、郵政省 は.「ゆうパ ック」のア
クセスポイントを増やすことが狙い。

◎ 、

連携企業のどちらか一方、

あるいは両方め製品の標準

化 ・普及での顧客の便宜の

増加による事業の拡大

階 東海銀行 とユニー

ユニーは通販業務への進出(三 菱商事、

米国CUCイ ンターナショナルとシ「 ・
ユー ・ジャパンを設立)。』会員獲得 に弾

みをつけるため東海銀行 と組み小口預

金者向けサービスとして始めるρ
艦

◎

連携企業のどちらか一方、
.あるいは両方の製品の標準

化 ・普及での顧客の便宜の

増加による事業の拡大

層:1
ミリオ ンカー ドは、運賃500円 の利 用 ご 連携企業のどちらか一方、

連

ス カイマ ー クエ ア ライ ンズ と

ミリオンカ ー ド

とに1ポ イントと提供し、ポイント数に

応 じて往復無料航空券や旅行券をサービ
◎

.あるいは両方の製品の標準

.化・普及での顧客の便宜の
スする。 ミリオ ンカー ドは会 員の獲得 。. 増加による事業め拡大

携 '福田屋百貨店(宇 都宮市)と

日本信販

福田屋百貨店は日本信販と提携 し、ポイ、
ン トとグレジット機能を合わせた 「FKD

カー ド」を発行。現金だけでなくクレジ

ットでの買い物にもポイン・トを加算する

のが特徴。

◎

連携企業のどちらか」方、

あるいは両方の製品の標準

化、・普及での顧客の便宜の

増加による事業の拡大

告 本興業系のベンチャー企業デジタレッ 相互活 動 によって 、は'じめ

トは、 イン ター ネ ット上 に在庫処 分品や てビジネスが成立する効果

吉本興業系のベンチャー企業

デジダレットと全日空

格安商品を扱 うアウ トレッ ト専門サイト
・を開設する。先ず、全日本空輸など航空 ◎ ◎. 連携企業のどちらかマ方、

あるいは両方の製品の標準
会社 と提携 して国内旅行、海外旅行のア 化 ・普及での顧客の便宜の

ウトレット商品の販売を開始する。 増加による事業の拡大

コ ンパ ックの.コンピュー タ(サ ザ ンクロ '相互活動 によって
、は じめ

スPC弓302).を 購入 した場 合 、NTTが 購 てビジネスが成立する効果

NTTと コンパ ック
入者 の 自宅 に行 きパソ コンの設置 ・設置

か らINSネ ッ ト64の 工事 、 イ ンターネ ッ
◎ ◎ 連携企業の どちらか一方く

あるいは両方の製品:の標準

ト接 続、 アフ ター ケアー までサ ー ビス を 化 ・普及での顧客の便宜の

実施する。 増加による事業の拡大

相互活動 に よって 、は じめ ・

NTTド コモの10円 メール システ ムのため 、

てビジネスが成立する効果

NTTド コモ とシチズ ン の携帯電話専用の携帯端末 「ポゲ ットボ ◎ ◎ 連携企業の どちらか一方 、

一ド」をシチズンが製造 ・提供 あるいは両方の製品の標準
化 ・普及での顧客の便宜の

増加による事業の拡大
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(2)4つ の 「効果」について

ここで 「効果」とは、連携当事者の 「意図」の具体的現われと考える。「効果の内容」 として

本稿では、4つ の 「効果」 を提唱する。4つ の 「効果」 とは、厂規模の効果」、「範囲の効果」、「連

結の効果」、「ネットワークの効果」である。従来からこの4つ の 「効果」については、定義がな

されているが新たな定義をする。

「規模の効果」の定義は、従来単一の企業で生産規模が大 きくなればなるほど製品一個 あた り

のコス トが低減する効果 と定義 されてきた。本稿では、対象 を単一の企業についての効果 として

捉えるのではな く、企業間連携にも同 じ効果があると考える。

「規模の効果」は、単に設備拡大のみか ら得 られる効果ではな く・企業間連携の活動面を重視

し、企業間連携により活動規模が大 きくなればなるほ ど、低 コス トでの製品の製造、規模 に依存

する活動(規 模創発性)が 可能 になる現象 と捉える。以上か ら 「規模の効果」 とは、企業間連携

の活動規模 の拡大に伴 う費用低減効果と収穫逓増の効果と新たに定義する。

「範囲の効果」 も 「規模の効果」 と同様 に従来単一の企業が、多様 な財やサービスを提供する

ことが可能 になることによって生産の効率化が図られる効果 と定義 されて きた。本稿 では、企業

間連携によって複数の企業が連携することで異なる製品の組み合わせ を利用 して差別化や顧客の

便宜性をたかめる現象と捉 える。以上か ら 厂範囲の効果」 とは、サービス を含めた製品製造 にお

ける異業者 ・異製品との補完の効果サー ビスを含めた製品製造 における異業者 ・異製品との融合

の効果 と新 たに定義する。

「連結の効果」は、従来単一の企業が企業外 ・組織外の外部資源 を活用することによって単一

の企業主体 問で相乗効果が発揮 され、単にコス ト低減の効果以上の効果が現れることと定義 され

ている。本稿では、この定義を拡張 し企業 間連携 によって相互性のある各主体者の活動や主体 を

またがるプロセスの活動に効率化や差別化が もたらされる現象 と捉える。以上から 「連結の効果」

とは、相互活動の相手を含む当該連携全体 の競争力の向上、供給体制の確立による事業活動の安

定化 をもたらす効果と定義する。

「ネッ トワークの効果」 とは、従来財やサービスについて利用者が多 くなればなるほど財やサ

ービスの効用が高まる効果 と定義されている。本稿では、企業間連携 によって製品の使用や使い

方の標準化 ・製温 の普及が進むことによって 「顧客の便宜」が増加する状態が創 り出 される現象

と捉える。以上か ら 「ネットワークの効果」とは、厂顧客の便宜」が増加することによる事業の拡

大効果と定義する。

1.2.4仮 説の作業仮説化

連携効果 を事例 によって検証するために、効 果の内容 を具体的に展開す る。その際の展 開の根

拠は、最近の企業間提携の 「各連携が与 える効果」の報道による事例の帰結である。

その結果、各企業間連携 と効果の関係は以下のようになる。
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表2.企 業間連携 と効果の関係

垂直連携 水平連携 越境連携 階層連携

規模の効果 ない 同一製品を扱う企業 同一 中間工程 、同 一
・連 携 企 業 の イ ン フ

による設備の共有に 原料を扱う企業によ ラ、 アプ リ相互 利用

よる固定費の低減と る固定費の低減と規 に よる製造 コス トの

規模創発性の享受 模創発性の享受 低減

範囲の効果 ない 製品製造 に伴 う補 異業種、異製品の取 ない

完 ・融合効果 り扱 い に生 じるシナ

ジー効 果

連結の効果 相互活動による品質 ない ない 相 互 活 動 に よ って 、

管理の維持、製品供 は じめて ビジネス が

給の安定化 成立する効果

ネ ッ トワ ー ク ない 製品の標準化 ・普及 ない 連携企業のどちらか

の効果 での顧客の便宣の増 一方
、あ るい は両 方

加による事業の拡大 の製品の標準化 ・普

及での顧客の便宜の

増加による事業の拡

大

1.2.5事 例分析のフレームワーク

本稿では、L最近の企業間連携の報道か ら得 られた作業仮説 について、企業間連携の4つ の代表

的個別事例を分析 し、作業仮説の検証 を実施す る。

個別事例の分析 については、その企業構造 を分析する。分析対象項 目は、人的ネッ トワーク

(役員の出身会社 による関係記述)、 資金ネッ トワーク(資 本金の出資者による関係記述)、取引ネ

ットワーク(継 続的取引による関係記述)、 情報ネットワーク(企 業間にまたがる情報システムの

内容 による 関係記述)、 契約ネットワーク(企 業間を拘束する 「契約内容」による関係記述)で あ

る。

事例分析の違携効果を把握する範囲 としては、事例企業の 自社の製品や製品開発 に与える効果

の範囲 としての 厂プロダク ト」、 自社が営む ビジネスに与 える効果の範囲どしての 「ビジネス」、

自社が属 している産業 に与える効果の範囲としての 「インダス トリー」の3範 囲 とする。

業務内容の分析 としては、定型的な日常 の業務である 「ルーティーン業務」、生産性 を向上 させ

るための工夫 の業務である 「改善業務」、新製品開発 ・新 しいサービスを創出する業務である 「開

発業務」 に分類する。各連携の競争上の意図 と各業務 との関係 は、最近の攝携事例か ら以下のよ

うに整理 される。
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表3.連 携の競争上の意図

業務内容連携種
類 ルーティン業務 改善業務 開発業務

垂直提携 相手を含むサブ サプライ主体 問 サプライ主体問 サ プライ主体 間 サ プ ライ チ ェー 市場情報に代表
の意図 ラ イ チ ェ ー ン全 での取引情報伝 の物の流れめ全 で相互関係があ ン内の主体が共 される川下情報

体の競争力向上 達の迅速化 体 としての改善 る活動の効率化 同す ることで実 の川上企業への

現できる共同開 情 報 ブ イー ドバ

発 ッ ク

水平提携 同業者 に よる設 同業者 同士の設 同業者共有によ 同業者が共有使 同業者が共同利 同業者 による同

の意図 備共有 に よる資 備共有 ・大規模 る同一の製品提 用することによ 用す ることによ じ生産設備を共
源の製品単位当 化による品質の 供 の た め の 設 る設備 ・・シ ステ る規模 を前提に 有する製品共同
たり負担の減少、 安定 備 ・システ ムの ム投資の重複回 した開発(特 に

1 開発あるいは共

共有 による大規 大規模化 による 避 プロセス開発) 有設備開発に関
模化で可能 とな 効率化 わる個別企業の

る活動の享受 開発負担の軽減

越境連携 異業者 ・異製 品 異なる製品を同 異質事業を知る 異製品のチャネ 異業者の保有技 異質技術の複合
の意図 との シナジー効 時に扱 うことに ことによる経営 ル等の利用 術の開発 による 製品の創出

〆 果 よる売 り上 げ増 システムの柔軟 新製品開発

大 化

階層連携 事業前提確保に イ ン フラ また は イ ンフ ラま たは イ ン フラ ま たは 特 定 の イ ン フ 特 定 の イ ン フ

の意図 よる市場開拓 ・ アプリの依存相 アプ リの依存 に アプリの力 を利 ラ ・ア プ リと し ラ ・アプ リ を前

オ ペ レ ー シ ョン 手を活動 ・信用 よる事業安定 を 用 した製品の提 ての製品 を前提 提 にすることに
コス トの低減効 に よ る安 定 供 前提 にした製品 供範囲の拡大 にした連携相手 よる製品開発の

果 給 ・安定稼動の の改善 との共同開発 期間短縮化
確保

記述 したように、連携の競争上め意図の結果としての現 われが 「競争上の効果」であり、意図

せざる結果が 「競争上の リスク」である。

なお、以上の事例分析の全体のフレームワークは以下である。

図2.分 析 フ レー ム ワ ー ク
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2.4つ 企業間連携の代表的事例分析

企業間連携の4つ の代表的事例 として、垂直連携の性格が強い企業間連携 として日本ケンタ ッキ
ー ・フライ ドチキン(K:FCJ)を 中心 とする鶏肉のサプライチェーンの連携

、水平連携の性格が強

い企業 間連携 として トヨタ自動車 とGMの 連携であるNUMMI(ニ ュー ・ユナイテッ ド・モータ ,
一 ・マニュファクチュアリング社)の 連携、越境連携の性格が強い企業間連携 として業界VAN会

社であるプラネ ットを通 じたライオンの日用雑貨業者 との提携、階層連携の性格が強い東京電力

のTTNetど の連携をとりあげる。

4つ の代表的事例は、分析のために意図的に絞 り込んだ事例である。

2.1日 本 ケ ン タ ッキ ー ・フ ラ イ ドチ キ ン の鶏 肉 の サ プ ラ イ チ ェ ー ン分 析

初 め に 日本 ケ ン タ ッキ ー ・フ ライ ド ・チ キ ン(以 下KFCJと 記 載)の 沿 革 につ い て 述 べ る 。

KFCJは 、 昭和45年 米 国KFCと 三 菱 商 事 との 折 半 出 資 に よ り資 本 金7,200万 円 で 設 立 さ れ た 。

そ の後 、 米 国KFCが 昭 和47年7月 に ヒ ュ ー プ ラ イ ン ・イ ン ク に買 収 さ れ 、 昭 和57年 にR・J・ レ イ

ノ ル ズ ・イ ン ダ ス ト リー ズ ・イ ンク が ヒ ュ ー プ ラ イ ン,・イ ン ク を買 収 し、 さ らに昭 和61年10月 に

ペ プ シ コ ・イ ン クがR・J・ レ イノ ル ズ ・イ ン ダス ト リー ズ ・イ ン クか らケ ン タ ッキ ・フ ラ イ ド ・

チ キ ン ・コ ー ポ レ イ シ ョ・ン を買 収 して 現 在 に 至 っ て い る 。

2.111事 業 内 容.

K:FCJは 、 直 営 、 ツ ラ ン チ ャ イ ジ ー及 び フ ラ ンチ ャ』イ ジ ー の レス トラ ン経 営 並 び に フ ラ イ ドチ キ

ン等 の 販 売 を 主 業 務 と し て い る 。 そ の 他 の 事 業 と して は 、 食 料 品 の 販 売 、 食 品 そ の他 物 品 の 販 売

委 託 、 食 料 品 の 製 造 、加 エ 、 売 買 に係 る コ ン サ ル タ ン ト業 務 を行 って い る。

同社 は 、 ケ ン タ ッキ ー フ ラ イ ドチ キ ンの 直 営 店 を運 営 し、 ま た フ ラ ンチ ャイ ズ シ ス テ ム に よ る

フ ラ ンチ ャ イ ズ 店 舗 に対 して 、 包 装 材 料 等 の 資 材 を販 売 す る と と も に 、 ロ イ ヤ ル テ ィ等 の 収 入 を

得 て い る 。

直 営 店 の売 上 は 、 第28期(1995.12.1～1996.11.30)で67.6%、 第29期(1996.12.1～1997.11.30)

で68.2%と 全 売 上 の7割 弱 と な っ て い る 。 直 営 店 と フ ラ ン チ ャ イ ズ 店 の 構 成 は 、 第29期 末

(1997.11.30)末 で直 営 店 が320店 鑢 フ ラ ン チ ャ イズ 店 が725店 の 合 計1,045店 舗 で あ る 。 フ ラ ン チ

ャ イズ 店 は直 営 店 の 約2倍 あ る。

出店 状 況 は 、1984年 か ら1989年 に わ た つ て 前 年 度 増 加 率 が10%以 上 の比 率 とな って い る 。 こ の

時 期 に は 、 年 間60店 ～88店 の 出 店 が 実 施 され て い た 。 バ ブ ル 経 済 の崩 壊 後 の 出 店 比 率 は低 下 して

い るが 、 内 訳 はFC店 は増 加 、 直 営 店 が 減 少 し て い る 。 こ れ は直 営 店 の ス ク ラ ップ ア ン ドビル ドに

よ る。

売 上 高 と経 常 利 益 に つ い て は 、 第18期(85.12.1～86。11.30>か ら第24期(91.12。1～92.11.30)

に か け て 売 上 高/経 常 利 益 率 は7%台 を 維 持 して い るb・ま た 、 こ の 時期 は、 店 舗 の 出 店 が盛 んで あ

っ た 時 期 と も重 な って い る 。

次 に 、KFCJの サ プ ラ イチ ェ ー ン各 主 体 の 事 業 内容 と関 係 を中 心 に み る 。

KFCJで は 、 全 国900ヶ 所 の 登 録 農 場 で 鶏 を肥 育 し、 成 長 させ 生 産 認 定 工 場 で カ ッ トチ キ ン を生

産 し、 配 送 セ ン ター を通 じKFC店 舗 に配 送 し、 消 費 者 が フ ラ イ ドチ キ ン を消 費 す る供 給 プ ロ セ ス

を形 成 す る 。
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登録農場では、関東、関西の業者から雛 を購入 し、生育 させ種鶏 にする。種鶏が産んだ有精卵

を孵化 させ雄 と雌 を選別 し、鶏舎で肥育する。鶏は、40日 前後で処理 され,る。通常の鶏は、55日

前後で処理 されるのに比べ肥育日数が少 ないのは、KFCJの 重量規制1150g±10%に よるものであ

る。

カッ トキッチンの生産工場では、鶏 を消毒 した後 に血 を抜 く放血工程に入る。 この工程では血

以外 に羽、首、足先がカッ・トされ飼料工場 に回 され飼料 に加工 される。その後、中抜 きの工程 に

入 り内臓が引 き出され切除され、レバー、砂肝、心臓 の部分 とその他の部分に分けられ、その他

の部分は飼料工場 に回され飼料 となる。中抜 きの工程をへた鶏は、解体 されるがここでの重量基

準は1150g±10%と され、9ピ ースにカ ットされる。18ピ ースを1ポ ットとしビニール袋に入れ

られ出荷工程 に運ばれる。'出荷工程では1箱6ポ ットとし出荷 される。この最終工程 で鶏肉はフ

レッシュ(生)と フローズ ン(冷 凍)に 分 けられる。フレッシュは0℃ ±2度 、 フロ「ズ ンは一

18℃ で10時 間冷凍された後一15℃ ±2度 に維持 され出荷 される。この間の処理時間は1時 間であ

る。

処理 された鶏は、夕方 に出荷 され1日 半後の夜2時 に配送センターに到着する。入荷後 に温度、

鮮度、馳カッ ト状態、重量、形状のチェックが行われる。3時 か ら8時 にかけて配送ルー トの仕分け

が行われ、各KFC店 舗に配送が行われる。配送センターでは、既述 した検品のほか配送センター

か ら店舗 までの保管、配送管理 を行 うが需給 コン トロールの機能、在庫管理機能も担 っている。

配送セ ンターでは、KFCJか ら1年 間の計画 を受け取 り、さらに毎月20～25日 頃翌月分の 日別、店

別オーダーが知 らされる。このオーダーに変更がある場合は、前 々日の午前9時 までに各店舗か ら

配送セ ンターに連絡があ り、配送センターは、認定エ場 に連絡をす る。最終的には配送セ ンター

が日別 ・店別オーダー情報 とフローズ ンの在庫から判断 し、発送を実施する。

各KFC店 舗 に配送 されたチキンは、各店舗で調理された後に、最終消費者に供給される。

2.1.2連 携経緯

KFCJの 連i携成立経緯:を時系列で以下に記載する。

1970、7月

1971.9月

1972.7月

11月

12月

1975.9月

1980.9月

1982.10月

1983.3月

1983.11月

KFCJ設 立 。(資 本 金7200万 円)

三 谷 合 資 会社(現 ミ タニ)、 フ ラ ンチ ャ イ ズ 契 約 を締 結 し、 フ ラ ン チ ャイ ズ1号 店

江 ノ 島 店(神 奈 川 県)オ ー プ ン。

三 菱 商 事 と ヒ ュ ー プ ラ イ ン ・イ ン ク との 合 弁 会 社 とな る。

資 本 金 を2億8800万 円 に増 資 。

・資 本 金 を6億 円 に増 資
。

第 二 次5ヶ 年 計 画(総 合 マ ー ケ テ ィ ン グ プ ロ グ ラ ム 、QSRプ ロ グ ラ ム 、QSCプ ロ グ

ラ ム)フ ライ ドチ キ ンの 単 品 メ ニ ュ ー に よ っ て成 功 した 商 品 の シス テ ム化 を基 盤iに

した、 商 品 ラ イ ン の多 様 化 と 経 営 の多 角 化 へ と進 路 を拡 大 す る こ と を決 定 。

イ ン タ ー ナ シ ョナ ル ・プ ロ セ ス ・フ ーズ 設 立 。

R・J・レ イ ノ ルズ ・イ ン ダ ス トリ ー ・イ ン クが ヒ ュ 門 プ ラ イ ン ・イ ン ク を買 収 。.KFCJ

は 三 菱 商 事 とR.J.レ イ ノ ル ズ ・イ ン ダ ス トリー ・イ ン クの 合 弁 会 社 と な る。

『チ キ ン フ ィ レサ ン ド』 新 発 売 。

直 営 店 、 加 盟 店 全 店 にPOSを 導 入 し、 全 国 の オ ン ラ イ ンネ ッ トワ ー ク を完 成 。

年 商500億 円達 成 。
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1984.7月

1986.7月

10月

1987.8月

1988.11月

1989.2月

1990.2月

『チ キ ン ナ ゲ ッ ト』 新 発 売 。

POSに よ る受 発 注 シス テ ム 開始 。1

ペ プ シ コ ・イ ン クがR .J.Rナ ビス コ ・イ ン ク か らKFC・ コー ポ レー シ ョン買 収 。 こ

れ に よ りK:FCJは 三 菱 商 事 とペ プ シ コ グ ル ー プ の 合 弁 とな る 。

ニ ュ ーPOS導 入 開 始 。

KFCグ ル ー プ 年 商1000億 円 達 成 。

「KFCカ ッ トチ キ ン生 産 認 定 工 場 」 制 度 が 発 足 。

資 本 金 を7億8750万 円 に 増 資 。

KFCJの サプライチェーンの形成は、設立以降の時間の経過とともに徐 々に形成されていった と

いえる。その中でも、特 にサプライチェーンの強化に決定的な影響を果た した事柄は、11989年2月'

に導入 された 「KFCカ ッ トチキン生産認定工場」の制度であり、鶏肉の供給体制の確立、強化を

決定づけたといえる。

2.1.3KFCJと 供給業者の連携の構造分析

(1)人 的ネッ トワーク分析

現在の同社役員の経歴 を調査 し、出身組織を明らかにする。分析結果は、下表のようになった。
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表4.KFCJの 人 的 ネ ッ トワ ー ク分 析(1990年)

職 位 氏 名
三菱
商事

プロパ ー

(新 卒)

プロパー

(転職)

金融 黜

機関
米 国
KFC

サプライ

チェーン
その他

取締役会長 相 沢 徹 ●

代表取締役社長 大河原 毅 ●

専務取締役 宇 野 充 ●(三菱)

専務取締役 佐 藤 昴 ●

専務取締役 和 田 隆 介 ●

常務取締役 中 川 達 司 ●

常務取締役 秋 元 征 紘 ●

常務取締役 薄 井 元 介 ●

取 締 役 元 田 正 激 ●

取 締 役 永 井 康 博 ●

取 締 役 古 沢 毅 ●

取 締 役 中 野 秀 昭 ●

取 締 役 後 藤 幸 男 ●(富士)

取 締 役 土 肥 由 ・長 ● 、

取 締 役 筒 井 康 雄 ●

取 締 役 石 倉 正 堯 ●

取 締 役 松 山 円志郎 ●

取 締 役 大 竹 孝 明 ●

取 締 役 前 田 誠 ●

取 締 役 アラン・スミス・ヒューストン・ジュニァ ●

取 締 役 ロバ ー ト・ブ リックス ●

取 締 役 テイモ シ イ・レ ー ン ●

監 査 役 芦 沢 良 夫 ●

監 査 役 池 田 勘 蔵 ●

監 査 役 ジェイムス・ルジャナニ ●

合 計 7 5 7 2 4 0 0

(「平成2年 有価証券報告書総覧」から作成)
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(1998年)

職 位 氏 名
三菱
商事

プロパ ー

(新 卒)

プロパ ー

(転 職)

金融
機関

米 国

KFC 一

サプライ

チェーン
その他

取締役会長 財 前 宏 ●

代表取締役社長 大河原 毅 ●

専務取締役 宇 野 充 ●(三菱)

専務取締役 佐 藤 昴 ●

専務取締役 和 田 隆 介 ●

常務取締役 中 川 達 司 ●

常務取締役 後 藤 幸 男 ●(富士)

常務取締役 菊 池 巌 ●(住友)

常務取締役 新 明 俊 彦 ●

取 締 役 古 沢 毅 ●

取 締 役 中 野 秀 昭 ●

取 締 役 石 倉 正 堯 ●
取 締 役 広 瀬 亮 ●

取 締 役 近 藤 昌 世 ●

取 締 役 井 上 忠 男 r ●

取 締 役 岡 田 重 行 ●

取 締 役 近 藤 雅 治 ●

取 締 役 青 木 輝 夫 ●

取 締 役 ピ ー タ ー ・ハ ル ● 一 r

取 締 役 アーサ ー ・ラウティオ ` ●

取 締 役 レ イ モ ン ・コ ロ ン ●

取 締 役 リ ッ キ ー ・ウ ォ ン ●

監 査 役 藤 井 幸 造 ●

監 査 役 下 吉 博 孝 ●

監 査 役 富 樫 明 ●

監 査 役 エ リック・ランドブ ック ●

合 計 8 4 6 3 4 0 1

(「平成9年 有価証券報告書総覧」から作成)
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同社 の役員の出身組織 を三菱商事、プロパー(新 卒)、 プロパー(転 職)、 金融機関、米国KFC、

サプライ ・チェーン、その他で分類 をした。プロパーを(新 卒)と(転 職)に 分けた。(転職)は 、

明らかに(新 卒)と は人的ネットワークが異 なることを前提 にしたためである。

結果 としては、1998年 で取締役会長から監査役 までを含 めた全26人 のうち、三菱商事の出身が

8人 、プロパー(新 卒)4入 、 プロパー(転 職)6人 、金融機関3人 、米国KFC4人 、サプラ

イ ・チェーン0人 、その他1人 となった。

KFCJの プロパー(新 卒)、(転 職)合 計10人 を別 とすれば、三菱商事の人的ネットワークが同社

では極めて強力であることが判明 した。以下米国K:FC、 金融機関の順 となっている。サプライチ

.エーン出身者はいなかった。

なお、1990年 はKFCJが 東証二部に上場 した年であり、この年 には三菱商事が7人 で現在比1人

減、プロパー(新 卒)が5人 、プロパー(転 職)が7人 の合計12人 で現在比2人 増であった。,

(2)資 金ネッ トワーク分析

平成9年11月30日 時点での株主、株式出資額 は以下の表のようになっている。

KFCJの 設立時は、米国KFCと 三菱商事が折半出資で ともに50.0%で あった。現在は、米国1(FC

と三菱商事が ともに発行株式総数に対 して30.52%の 株式 を所有 している。住友信託銀行の3.14%

の保有以外では、金融機関 と日本KFC持 株会が各1%前 後の株式を保有 している。資金ネ ットワ

ークの中での中心は、米国KFC、 三菱商事であるといえるが、会社の設立時 と現在 を比較すれば、

その影響力は弱 まっている。

表5.KFCJの 株 主 、 出 資 額 (単位:千 株 、%)

氏名または名称 所有株式数
発行株式総数占める
所有株式数の割合

米国KFC 7,151 30.52

三菱商事 7,150 30.52

住友信託銀行 800 3.41

モルガ ンスタンレートラストカンパ ニー

タックスクライアント
360 1.54

シー ビーエ ヌワイビーエ ムオーガナ

デ イアンレジデ ンド
336 1.43

ボストンセーフデポズイットビーエスディーティー

トリーティークライアンッオムニバス
293 1.25

日本KFC持 株会 290 1.24

ス テ ー トス トリー トバ ン ク ア ン ド

トラ ス トカ ンパ ニ ー
263 1.12

東京三菱銀行 198 0.85

三菱信託銀行 156 0.67

合 計 16,997 7255

(「平成9年 有価証券報告書総覧」から作成)
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(3)取 引ネッ トワーク分析

ここではKFCJ設 立時(TO)と 現在のサプライチェー ン連携強化後(T1)の 取引ネッ トワーク

を比較する。TOの 時点では、鶏肉の取引ネッ トワークは、生産農場一加工農場一 トリイチ運輸一-

KFC個 店、FC店 となっていたが、T1時 点では登録農場一認定工場一リョウチーK:FC個 店、FC店

となっている。物流担当業者が トリイチ運輸からリョウチクに一部変更になっている。

トリイチ運輸 は、KFCJの 鶏肉の物流以外 に、大規模小売店のイ トーヨーカ堂、居酒屋のつぼ八

等の物流 も受け持っていた。しか し、イ トー ヨーカ堂の物流 コス ト見直 しの要求等により、業態

を変 える必要に迫 られ物流業か ら撤退する方針である。その後は、三菱商事系の流通業者である

リョウチクが物流業務を引き継 ぐことになる予定である。

(4)情 報ネツ トワーク分析

設立時(TO)で は、情報ネ ットワークはKFC個 店、FC店 →物流業者、k:FCJ本 部→加工工場→

生産農場の問はオンライン情報でつながっていた。現在(T1)'時 点では、K:FCJ本 部、物流業者の

間で情報の一部デジタル化が実施 されている。また、ニューPOSシ ステムの導入をはか り、KFC

個店 ・FC店 →物流業者 ・K:FCJ本 部→登録工場→生産農 場の情…報の一元的ネ ットワーク化がはか

られようとしている。

(5)契 約ネッ トワーク分析

設立時(TO)時 点においては、衛生管理はK:FCJ本 部の指導はなされていたが、生産農場、加工

農場の 自主性 に任 されている部分 もあった。 しか し、抗生物質、衛生管理の問題の高まりか ら

KFCJで は、1886年 に認定工場制度を導入 し品質管理、衛生管理の徹底をはかっている。なお、こ

の認定工場制度は、国の 「食鳥検査制度」の導入 に先んじて実施され、「食鳥検査制度」の参考に

された制度である。

現在、話題 になっている原料材料一加工一箱詰め一出荷一最終製品が消費者に渡るまでのすべ

ての段階で発生する可能性のある危害を検討 し、その発生を防止する重点管理点 を設定 して管理

する方式であるHACCP(HazardAnalysisCriticalControlPoint)の 先駆的検査制度 といえる。

なお、この認定工場制度がK:FCJの サプライチェーンの結びつきを強 くした制度であ り、実際に

この制度の導入 についていけないためサプライチェーンから脱退 した供給業者 も存在 した。

2.1.4KFCJと 供給業者 との企業間連携の効果 とリスク

KFCJと 供給業者との企業問連携の効果とリスクを事例から導出する。

競争上の効果 としてはルーティーン業務、改善業務、開発業務で以下のことがいえる。

ルーティーン業務について

(1)フ レッシュの使用が9割 以上 となった。(サ プライチェーンの連携強化によって工場の方が鶏

肉生産を市場変動にあわせている。)

(2)供 給体制の安定 により、需要の曜 日変動、シーズン変動への対応力が増 した。

改善業務について

(1)認 定工場制度の導入により、衛生的で高品質の鶏肉の供給が可能になった。

(2)安 定供給が可能になり規模の効果を発揮 し、出店速度が加速 した。

(3)中 間在庫の管理改善、温度管理による保存可能日数の柔軟化。

一19一



(4)3温 度帯車(常 温、冷凍、冷蔵)の 使用 によるコス トダラン予定。

開発業務について

(1)国 内産ハーブ鶏の導入

(2)国 内独 自の新製品辛ロチキン、クリス ピーの開発

一方、競争上のリスクとしては以下のことがいえる。

、ルーティーン業務について

(1)認 定工場制度の導入後は、品質基準が遵守できない工場 はサプライチェーンか ら脱退 した。

(2)低 価格化戦略が消費者ニーズにマッチ していなかった。

改善業務について

(1)調 理マニュアルが決まってお り、販売店舗での工夫、製品の改良は禁 じられている。 ・

(2)消 費者のニーズに合わない品揃え(製 品数の多様)に より経営が うまくいかな くなった。

(3)認 定工場は独 自の改善をすることが禁 じられている。

開発業務

(1)製 品の開発はKFCJ本 部 に一括されてい る。
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表6.KFCJの 供給業者との連携構造と競争上の効果 とリスク

人的ネッ トワーク 資金ネッ トワーク 取引ネッ トワーク 情報 ネッ トワーク 契約ネッ トワーク 競争上の効果 競争上のリスク

設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在.(T1) 設立時(TQ) 現在(T1> ルーティーン業務
'改 善業務 開発業務. ルーティーン業務 改善業務 開発業務

三菱商事が 同左 三菱商事 と 同左 規格外め鶏肉 KFC本 部 、物
'衛生管理の間 、

抗生物質、衛
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2.2NUMMIに よる トヨタ 自動車 とGMの 企業間連携

トヨタ自動車は、 日産、ホンダなどの他の国内自動車メーカーに対 し、対米進出で遅れを取 っ

ていた。一方、米国の代表的自動車会社であるGM、 フォー ド、クライスラーも小型車への対応が

うまくいかず経営の悪化 に陥っていた。加 えて、米国の対 日貿易赤字が増加 し日本から米国への

輸入車の輸入規制の圧力が米国内でも強 くなっていた。

このような背景の下 に日本の自動車メーカーの トップである トヨタ自動車と米国の自動車メー

カーの トップであるGMが1983年2月 カリフォルニア州フリーモ ントで小型車を生産する合弁企業

としてNUMMI(ニ ュー ・ユナイテ ッド・モーター ・マニュファクチャリング社)を 設立すること

で合意 した。

2.2.1事 業内容

この 自動車メーカー同士の企業間連携の大 きな意図は、GMが トヨタ自動車か らトヨタ生産シス

テムを学ぶこと、 トヨタ自動車では米国の進出上必要 な米国での工場運営のノウハウ、部品メー

カーに関する情報の収集をすることによって、米国に進出した際にそのノウハウを活かす ことで

あった。

NUMMIは 、2年 間以上閉鎖 されていたGMの フリーモン ト工場 を再開した。 トヨタ自動車 として

は トヨタ生産方式が米国でも機能するか どうかという実験 をNUMMIで 実施 したといえる。

トヨタ生産システムは、必要な部品 を必要なときに供給するジャス ト・インタイム、小集団活

動によるカイゼン、工員の多能工化が特徴である生産システムである。NUMMIの 企業運営につい

て トヨタ自動車は、このジャス ト・イン ・タイム、カイゼン、多能工化 を実践 した。また、労働

組合 について も、UAW(全 米 自動車労組)と 労働協約 を締結 し、多数の元GMフ リーモ ント工場

の従業員 を採用 し、元GMフ リーモント工場の従業員が住民である地域 コミュニティーとの融和 を

はかった。

2.2.2

1982.3月

1983.2月

連携経緯

4月

9月

1984.2月

4月

11月

1985.1月

1986。4月

9月

1987.2月

9月

ニュヨークでGMと トヨタ自動車の企業間連携に関するトップ会談を実施

GMと トヨタ自動車は米国での小型車共同生産 について関する覚書 を交わす新会社

名(NUMMI>、 資本金2億 ドル(両 者折半)、 工場はフリーモン トのGMの 遊休工場、

生産車種はカローラの変わ.り型、販売はシボレー事業部が実施することが決定 した

連邦取引委員会に乗用車生産計画を申請

UAWと 労働協約"LetterofIntent"を 締結

カリフォルニアの企業 として正式 に設立

連邦取引委員会が合弁を承認

シボレーノヴァを生産開始

ノバをシボレーのディラーを通 じて販売

日産940台 達成

トヨタカローラFX16生 産開始

トヨタカラーラFX生 産開始

シボレーノヴァッインカム生産開始
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1988.4月

11月

1991.1月

1993.10月

1994.8月

1995.1月

1997.3月

500,000台 目生 産

シ ボ レー プ リズ ム 生 産 開始

1,000,000台 目生 産

連 邦 取 引委 員 会 の最 初 の命 令 が 撤 回 さ れ 、 他 の米 国 企 業 と同様 の 取 り扱 い と な っ た

2,000,000台 目生 産

無 蓋 小 型 トラ ックTacoma生 産 開 始

3,000,000台 目生 産

2.2.3NUMMIに よる トヨタ自動車とGMの 連携の構造分析,

(1)人 的ネッ トワーク分析

GMと トヨタ自動車の役員比率は各4人 で対等 となっている。 トヨタ自動車からは社長、執行副

社長、工場長兼副社長、財務担当役員、購買担当役員が派遣 されている。一方、GMか らは副財務

担当役員、政府広報担当役員が派遣 されている。マネジメン ト層は、 トヨタ自動車か ら30人 、G慈

から15人 、NUMMI独 自に15人 いる。

(2)資 金ネッ トワーク分析

出資比率は トヨタ自動車GM=1

率は折半で同 じ。

1で 各社1億 ドル。現在は、総資本額は3.1億 ドルで出資比

(3)取 引 ネ ッ トワー ク分 析

当 初 、 トヨ タ 自動 車 は、NUMMIに 部 品 を供 給 し、GMは 完 成 車 ノバ を買 取 り、 販 売 はGMの シ ボ

レー 事 業 部 が 担 当 して い た 。 現 在 の 生 産 能力 は、 年 間 で乗 用 車 が240,000台 、 トラ ツク150,000台

で あ る。 乗 用 車 はGM向 け(シ ボ レ ー プ リズ ム)は40%、 トヨ タ 自動 車 向 け(ト ヨ タ カ ロ ー ラ)が

60%と な っ て い る。NUMMIで 製 造 され た トラ ッ ク はす べ て トヨ タ 自動 車 に販 売 さ れ 二(いる 。 サ

プ ラ イ ヤ ー の 数 は 、 カ リ フ ォ ル ニ ア の500社 を含 め 、 北 ア メ リ カ で 約1,400社 で 関 係 従 業 員 は

18,000人 に な っ て い る。

(4)情 報ネ ットワ」ク分析

トヨタ自動車 とNUMMI問 ではノバの価格 については情報交i換は可能であるが、

GM問 の新車ない しコス トの情報交換は独禁法 によって禁止 されている。

トヨタ自動車 と

(5)契 約ネ ットワーク分析

サ プライヤーへの契約に関係する経理実務はGM側 が担当 している。経理担当の役員 と部長は ト

ヨタ自動車か ら派遣 されているが、経理課長3人 の うち2人 はGMの 派遣者から任命されている。

NUMMIと サ プライヤーの契約関係は、米国型ではなくサプライヤーを絞 り込んだ日本型契約関

係をとりいれている。

2.2.4NUMMIに よる トヨタ自動車 とGMの 企業間連携の効果 とリスク

NUMMIに よる トヨタ自動車 とGMの 企業間連携の競争上の効果とリスクを事例か ら導出する。

競争上の効果 としては、ルーティーン業務、改善業務、開発業務で以下のことがいえる。
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ルーティーン業務について

(1)GMの デイラー利用による販売の安定化。

改善業務について

(1)労 働者の勤労意欲の向上。

(2)メ ーカーと部品メーカーのコミニューションの成立による効率的部品調達。

(3)低 コス トによる工場運営。

(4)米 国における自動車生産の生産性の向上。

開発業務について

(1)メ ーカーと部品メーカーとの トヨタ生産方式にそった部品の開発。

(2)工 場運営 ノウハウ、部品メーカーとの取引ノウハ ウの他工場への移転。

(3)ト ヨタ自動車の対米進出の可能性の検証。

(4)米 国における工場運営ノウハウの取得。

(5)複 雑な職務の簡素化。
一方、競争上のリスクとしては以下のことがいえる。

ルーティーン業務について

(1)独 禁法 による情報の制限。

(2)レ イオフの回避による経営の圧迫。

改善業務について

(一1)有 力な販売網 と人気商品の製造販売 による改善意欲の減退。

(2)ト ヨタ生産システムに従わない部品メーカーの排除。

開発業務について

(1)独 禁法 による新車開発の制限。
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表7.MUNNlに よる トヨタ自動車とGMの 企業間連携の連携構造 と競争上の効果とリスク

.人的ネッ トワーク 資金ネ ットワーク 取 引ネッ トワーク 情報ネッ トワーク 契約ネ』ッ トワーク 競争上の効果 一 競争上の リスク

設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) ル尸ティーン業務 改善業務 開発業務 .ルーティーン業務 改善業務 開発業務
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2.3鹽 プラネ ッ トを通 じたライオンの 日用雑貨業者 との企業間連携

プラネットは、1985年 日用品メーカー8社 と第二種電気通信事業者であるインテックが共同出

資 をして、業界全体の流通情報化 を進めるために設立 された。プラネ ットが設立された際には、

業界 トップメーカーの花王は、独 自で自社販売会社 による情報ネッ トワークを形成 してお り、花

王以外のメーカー、特にライオンが花王に対応するためにプラネ ットの設立 を働 きかけた経緯が

ある。

プラネットの設立については、ライオ ンとユニ ・チ ャームが大きな働 きをしている。特 にライ

オンは、自社が卸店 と構築 していたLCMS(ラ イオンサークル ・マーケテ ィングマネジメン

ト・システム)に ユニ ・・チャームが相乗 りすることを申・し出たことを認め、他の同業者 にも利用

参加 を呼びかけ、プラネッ トにLCMSを 開放することによってプラネ ットが成立 した。本研究

では、以上のプラネ ットの成立経緯を踏まえ、プラネット本体ではな く、プラネットを通 じたラ

イオンの企業間連携 を分析をする。

2.3.1事 業内容

プラネッドは、自社の理念 を 「卸店流通 を基本政策 とするメーカーが協力 して情報ネッ トワー

クの構築 と卸店のシステム化支援を行い、業界の流通機構全体の体質強化 を図る。」 こととしてい

る。

プラネットは、業界VAN運 営会社であ り、業界内の競合す るメーカーが参加することにより、

競争相手 に情報が漏れることが最 も各 メーカーにとって問題であったが、プラネッ トは、VAN

運営のみを行 うとい う立場をとり、メーカー、卸店のデータは全て専 門のVAN会 社である 「株

式会社インテック」が処理を行い、機密保持を確立す る体制 を作った。現在 では、花王 も取引卸

店からのプラネットへの参加要請を受け入れ、プラネ ットに参加 している。

2.3.2連 携経緯

プラネ ットを通 じたライオンの企業間連携の経緯 を以下で示す。

1985.8月

1986.1月

2月

10月

1987.2月

1988.9月

1990.1月

1991.1月

1992.4月

1993.7月

12月

1994.1月

3月

1996.5月

資本金2億4000万 円でプラネ ット発足

ライオンがプラネッ トにLCMS譲 渡

仕入れデータ、販売データ本格稼動

発注データ、請求照合データ稼動

資本金2億8000万 円に増資

FAX受 発注システム稼動

共同口座サービス稼動

在庫データ稼動

品切連絡データ稼動

金岡幸二社長急逝

玉生弘昌社長 就任

P端8000(発 注単機能端末)稼 動

振替データ稼動

請求問データ稼動
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1997.2月 返品予定データ、支払照合データ、仕入条件案内データ、卸店担当営業連絡データ

稼動

7月 資材EDIサ ービス稼動

以上のような経緯 をたどりプラネットのVAN業 務が展開し、業界の情報の共同化がはかられた。

2.3.3プ ラネ ットを通 じたライオンの日用雑貨業者との企業間連携の構造分析

(1)人 的ネッ トワーク分析

人的ネ ットワークでは、設立当初のTOか ら現在のT1時 点まで、下表のように参加メーカー8社

か ら役員が出ている。設立当初の常務取締役 には、現在の社長である玉生弘昌が就任 している。

設立時の社長である金岡公二は象徴的存在であったことを考慮すると、実質的な経営者は設立時

か ら現在に至 るまで玉生弘昌である。ライオ ン以外の参加メーカーの特定企業の影響はない。そ

のため実質的な経営者である玉生弘昌がライオンの出身者であることでライオンの影響力は強い

といえる。従業員 については、設立当初、各 メーカーか らの派遣 に頼っていたが、現在ではプロ

パー社員の採用 を実施 している。

表8.プ ラネッ トの人的ネッ トワーク分析

設立当初(1985年8月)

役 職 所有株式数 出身会社 ・関連会社

取締役社長 金 岡 公 二 ㈱ インテック社長

常務取締役 玉 生 弘 昌 元ライオン㈱社員

取 締 役 小 林 敦 ライオン㈱社長

取 締 役 高 原 慶一朗 ユ ニ ・チ ャー ム㈱ 社 長

取 締 役 大 野 良 雄 ㈱資生堂社長

取 締 役 金 田 博 夫 サンス ター㈱社長

取 締 役 御 厨 文 雄 ジ ョン ソ ン㈱ 社 長`

取 締 役 鈴 木 誠 一 エステー化学㈱会長

取 締 役 大河津 謙 一 十條キンバ リー㈱社長

取 締 役 宮 崎 楢 義 牛乳石鹸共進社㈱社長

監 査 役 綿 貫 民 輔 衆議院議員、元国土庁長官

監 査 役 川 越 憲 治 弁護士
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1996年10月 現 在

役 職 所有株式数 出身会社 ・関連会社

取締役社長 中 尾 哲 夫 ㈱ インテック社長

代表取締役 玉 生 弘 昌 元ライオン㈱社員

常務取締役 盤 若 義 一
L㈱ イ ン テ

ッ ク社 長

取 締 役 小 林 敦 ライオン㈱会長

取 締 役 高 原 慶一朗 ユ ニ ・チ ャー ム㈱ 社 長 』

取 締 役 福 原 義 春 ㈱資生堂社長

取 締 役 金 田 博 夫 サ ン ス ター ㈱ 社 長 「

、取 締 役 ジェームス・M・シェパ ード ジョンソン㈱社長

取 締 役 鈴 木 誠 一 エヌテー化学㈱会長

取 締 役 増 田 義 明 ㈱ クレシア社長

取 締 役 宮 崎 仁 之 牛乳石鹸共進社㈱社長

監 査 役 綿 貫 民 輔 衆議院議員、元国土庁長官

監 査 役 川 越 憲 治 弁護士

(http:〃www糾aneレvan.cojp/home/planet/outline.htm1、 『流 通VANの 戦 略 』:玉 生 弘 昌1988か ら作 成)

(2)資 金ネッ トワーク分析

プラネッ トの設立時の資本金は、2億4千 万円で出資比率はインテックとライオンが25%ず つ、

残 りはユニ ・チ ャーム、資生堂、サ ンスター、ジ ョンソ ン、十條 キンバ リー、エステー化学、牛

乳石鹸共進社の6社 が均等出資 をした。97年3月 に資本金 を2億9千 万円に増資 し、P&Gが 株

主 として出資 した。

出資メ ンバーは、全てメーカーであ り、

卸店はない。インテ ックとライオンが2大

株主で設立発起人メ ンバー と設立以降の参

加者 で所有株式比率 に若干の差 はあるがメ

ンバーは、固定 している。

表9.プ ラネッ トの株主、出資額

株 主 名 所有株主比率

㈱ インテック社長 20.74%

ライオン㈱ 20.74%

ユ ニ ・チ ャ ー ム㈱ 5.90%,

㈱資生堂 5.90%

サ ンス ター㈱ 5.90%

ジ ョ ン ソ.ン ㈱ 、. 5.90%

㈱ クレシア 5。90%

エステー化学㈱ 5.90%

牛乳石鹸共進社㈱ 5。90%

小林製薬㈱ 3.45%

貝印㈱ 3。45%

ニ ッサン石鹸㈱ 3.45%

日本 リー バ 3.45%

P&Gフ ァー ・イースト・インク 3.45%

(株式 会社 プ ラネ ッ ト慶應 ビジ ネス ・ス クール:

1997.6か ら作成)
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(3)取 引ネッ トワーク分析

取引ネットワークについては、設立時のTO時 点ではライオンは既存の流通チャネルを使 って卸

店 と受発注 を実施 していた・T1時 点では・ライ.オンζ卸店の間にプラネットが入 り、プラネット

の物流サービスの一環 としてプラネット物流が設立されている。

参加メーカーと参加卸店の参加数が増えるにしたがって、取引ネットワークが強 くなり、独 自

の流通網を確立 していた花王 も1997年2月 にプラネットに加入 した。プラネットの本来の目的は～

業界のプラッ トフォームになることであ り、その意味においても取引ネ ットワーグの拡大は、ネ

ットワークの強化 につながっているといえる。

図3.プ ラネッ ト物流(株)め 内容

(http:〃www.planet-van.cojp/home/planet/ser面ce/kbuturyu.htmlか ら 作 成)
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表10.参 加 メーカ数と参加卸店数の推移 とサービス利用状況

(社 数)

160

140
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100.

80

60

40

20・

0

丶

メーカーの推移

肛=コ稼働メーカー数

r← 請求照合データ

→← 販売データ

r◆」発注データ

→← 仕入データ

勢禽爭爵瀞爵爵爭論蜜爵諍麿

(社 数)

350

.

300

250

200

150

100

50

0'

.丶

卸店の推移

勢禽「爵 爵爵 評瀞 瀞禽蜜 爵諍 諍

[こコ稼働メーカー数

r← 請求照合データ

→← 販売データ
ー◆一発注データ
「→← 仕入データ

'

(http:〃www.planet-v3n.cojp/home/pianet/yu-zasu.htmlか ら 転 載)

(4)情 報ネ ットワーク分析

TO時 点では、ライオンは卸店 と独 自の受発注システムであるLCMS(ラ イオ≧サ「クル ・マー

ケティングマネジメント・システム)で 情報の交換を実施 していた。
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現在のT1時 点で稼働 しているデータは、発注データ、品切連絡データ、仕入データ、返品予定

データ、請求照合データ、請求鑑データ、支払照合データ、販売データ、振替デー タ、在庫 デー

タ、商品データ、仕入条件案内データ、卸店担当営業連絡データである。

表11.プ ラ ネ ッ トが扱 って い る13種 類 の デ ー タ

株 主 名 データ内容

発注デー タ 卸店がメーカーに商品を発注 した内容を示すデータ

品切連絡データ メーカーが卸店 より受注後、品切分の内容 を示すデーダ

仕入れデータ メーカーが卸店に商品を納品 した内容を示すデータ

返品予定データ 卸店がメーカーに商品を返品する内容を示すデータ

請求照合 データ メーカーが卸店に代金 を請求 した内容を示すデータ

請求鑑データ メーカーが卸店に送付する請求鑑の内容を示すデータ

支払照合データ 卸店がメーカーに支払 う内容を示すデータ

販売データ 卸店が小売店等に商品を販売 した内容を示すデータ

振替データ 卸店が他卸店の商品を共同配送した結果を報告するデータ

在庫データ 卸店がメーカーに在庫状況の内容 を示すデータ

商 品データ メーカーの商品の内容を示す基本的データ

仕入条件案内データ メーカーが卸店に単品を対象 とした仕入条件を通知するデータ

卸店担当営業連絡データ 卸店がメーカーに卸店の販売店営業担当者の情報 を連絡するデータ

(『流 通 ネ ッ トワー ク21世 紀 の ミッシ ョン』:玉 生 弘 昌1998か ら転載)

図4.プ ラネッ トの情報通信サービス(流 通EDI)

(http://www.planet-van.cojp/home/planet/service/datatusi.htmlか ら 転 載)
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(5)契 約ネ ットワーク分析

契約ネッ トワーグは、TO時 点ではライオンと特約卸店との伝統的商取引であったが、T1時 点で

は、卸店 との取引 きをプラネ ットの流通EDIシ ステムに委託 している。广

2.3.4プ ラネッ トを通 じたライオンの日用雑貨業者との企業間連携の競争上の効果 とリスク

プラネ ットを通 じたライオンの日用雑貨業者との企業間連携の効果 とリスクを事例 から導出す

るQ

競争上の効果 としてはルーティーン業務、改善業務マ慌 発業務で以下のことがいえる。

ルーテ ィーン業務について

(1)VAN業 者の(株)イ ンテックからの参加によって安定かつ低 コス トの受発注システムを確立

した。

(2)プ ラネットを通 じ花王に対抗で きる強力な商流 システムを構築 した。

(3)日 用雑貨花粧品以外のメーカーの参加、幽卸店の参加の増加によってコンビニエ ンスス トア等

への4・売段階の販路が拡大 した・

改善業務について

(1)受 発注業務 は、すべてプラネ ットにアウ トソーシングをして人員、コス トが軽減できた。

(2)ペ ッ トフー ドの新商品を開発 した。(他 メーカー とプラネッ トによって成立 したチャネルの

利用による参入。)

開発業務について

(1)プ ラネット物流による一部共同配送の実施が可能になった。

(2)VAN業 者の(株)イ ンテックからの参加 によって、参加メーカーの情報が漏れないシステム

を確立 した。

(3)VAN業 者の(株)イ ンテ'ックの参加によってシステム自体のアウ トソーシングが可能 になっ

た。

(4)プ ラネッ トの成功 による日用雑貨卸店の参加数の増加 に伴い、ライオンはペ ットフー ド業界

に参入 した。
一方、競争上のリスクとしては以下のことがいえる。

ルーティーン業務について

(1)受 発注業務は、すべてプラネッ トの標準にあわせるため、特定の顧客の要求には応 じること

はできない。

改善業務について

(1)プ ラネットの参加企業(メ ーカー、卸店)は プラネットを通 じた流通機能の利用 しかで きず、

有効であっても他のVAN業 者の利用 はで きない。

(2)プ ラネッ トの参加企業(メ ーカー、卸店)の 独 自の改善は、 プラネットが採用 しない限 り実

現 しない。

(3)既 存のプラネッ トのシステムに合わない製品の取 り扱いは行わない。

開発業務について

(1)プ ラネットの参加企業(メ ーカー、卸店)は 、プラネ.ットが提供する機能 しか利用で きない。
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表12.プ ラネ ッ トを通 じたライオンの企業間連携の連携構造 と競争上の効果 とリスク

人的ネッ トワーク 資金ネ ットワーク 取引ネッ トワーク 情報ネッ トワーク 契約ネ ッ.トワーク 競争上の効果 、 競争上のリスク

設立時(TO) 現在(T1> 設立蝋TO) 現在(Tつ 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(Tの 設立時(TO) 現在(T1) ルーティ」ン業務 改善業務 開発業務 ルーティーン業務 改善業務 開発業務

中尾 哲雄. ㈱インテック ライオンの独 1998.2, ライオンと特 卸との受発注
玉生 弘昌 ライオン㈱ 自システムで 発注データ. 約卸間の伝統 業務をプラネ
盤若 義一 (㈱インテック) 一部電子化さ 品切連絡データ 的取引き ットに委託
高原 慶一朗 ユニ・チャーム㈱ ライオン㈱ ライオン㈱ れていた 仕入れデータ等
福原 義春 ㈱資生堂 1 【 の13種類が稼働

一

、金 田 博夫

流一从・M・シェパード

サンスター㈱

ジョンソン㈱

卸店 ㈱ク契 ト

増田 義明 ㈱ク レシア ・ ㈱インテック 卸店
鈴木 誠一 エステー化学㈱ 【
宮崎 仁之 牛乳石鹸共進孝土㈱ プラネット物流㈱
※綿貫 民輔 小林製薬㈱
※川越 憲治 貝印㈱ L

ニッサン石鹸㈱
日本 リーバ㈱ ヒ

P&Gフ ァー ・イー ス

ト・インク
'

一 VAN業 者の㈱ 一 VAN業 者の㈱ 一 プラネット物流の設. ・VAN業 者 .・受発注業務 ・プラネ ット ・受発注業務 ・プラネッ ト ・プラネッ ト

インテックか インテックの 立によって階層連携 の㈱インテ は、全て㈱ 物流に.よる は、すべて の参加企業 の参加企業
らの参加 参加 度は高まった 一 一 ックか らの プラネッ ト 一部共同配 プラネッ ト (メ ー カ ー 、 は、プラネ

L

参加によっ にアウ トソ 送の実施 の標準にあ 卸)は プラ ットが提供
て安定かつ 一シングを (メ ーカー わせるた ネットを通 する機能し
低コス トの して人員、 と卸間の配 め、特定の じた流通機 ・. か利用でき
受発注シス 費用が軽減 送) 顧客の要求 能の利用し .ない

テムを確立 できた ・インテ ック には応じる かできず、
一 一 『 ライオンと特 プラネットを通じた ライオンと特 卸店 からメー ・プラネ ッ ト ・ペ ツ トフー の参加によ ことはでき 有効であっ

約卸間の連携 受発注処理 約卸間の情報 カーへの発注 を通 じ、花 ドの新商品 って システ ない ても他の
のやりとり データ、卸店 王に対抗出 を開発(他 ム自体のア VAN業 者の

の在庫データ 来る強力な メーカー と ウ トソーシ 利用はでき
等をプラネッ 商流システ ㈱プラネッ ングが可能 ない
ト経由で処理 ムを構築し トによって になった ・既存のプラ

た 成立したチ ボVAN業 者 ネッ.トのシ
・日用雑貨化 ヤ・ネルの利 .の㈱インテ ステムに合

L 粧品以外の 用による参 .ックか らの わない製品
メーカーの 入) 参加によっ の取り扱い
参加、卸店. . て、参加メ は行わない
の参加の増 一カーの情 ・プラネッ ト

加によって 報が漏れな の参加企業、
尸 辱

コンビニエ ・いシステム (メ ー カ ー 、

ンスストア を確立 卸)の 独自
等への小売

.・プラネ ット の改善は、.
、段階の販路 の成功によ プラネッ ト
が拡大した る日曜雑貨 が採用 しな

一 設立に参加し 卸店の参加 い限り、実
たメーカー8 数の増加に 現しない
社から役員と 伴い、㈱ ラ
して参加 イオンは、

.ペッ トフー
一 設立に参加し 一 1998.3.参 加 メーカー,. ド業界に参

た メーカー8 119社 、1996.7参 加 入した.
社 と1987.2と 卸店299店 がシスデム

r

1997.3の 増資 を共有
に新たにメー

.「 カーが出資



2.4TTNetを 通じた東京電力の企業間連携

電気通信業における1985年 の電気通信制度の改革 によってそれまで電電 公社 とKDDの 独占状態

にあっ圏た電話通信業 に競争原理が導入 された。東京電力においても自社で保有する電線網を利用

し、通信電話業に新たに参入 した。1986年3月 に東京電力が中心 になり、資本金40億 円で東京通

信ネットワーク株式会社(通 称TTNet)が 設立 された。3回 の増資(最 終増資は1988年11月)を

経て、資本金は現在300億 円 となっている。

TTNetは 、1994年 の5月 にPHS(簡 易電話)事 業会社 のアヌテル東京を設立 している。

2.4.1「-事業内容

TTNetが 現在実施 している電話通信サービズは、専用サービス、フレームリレーサービス、電

話サービス、ISDNサ ービス、TTCNサ ービス、地域連携 によるサービスである。

TTNetは 、東京電力の電線電柱を活用 し、独 自で光 ファイバー網を形成 して事業 を展開してき

た。 しかし、当社のネックは、長らく加入者が敷設料金 を出 して光ファイバーを引 くことが必要

であったこ.とである。NTTの 回線がすでに通っている にもかかわらず、メリッ トがなければ、敷

設料金まで払って加入する利用者は少なかった。

しか し、1995年 にNTTが 加入者線 を開放す ることによってNTTの 分離 ・分割を阻止 したい とい

う意図で市内交換局 を開放 した。このことによって、それまで新線加入のために自前でやってい

た敷設工事 をせず に、NTTの 市内交換局 と接続することが可能にな り98年1月 から東京電話 とい

う名称でNTTが 独 占していた地域系電話 業に参入をした。

なお、直近のTTNetの 企業業績は、以下の通 りである。

表13.TTNetの 会 社 業 績

株 主 名 94年 度 95年 度 96年 度 97年 度

売上高(億 円) 497 566 611 754

経常利益(億 円) 62 63 45 4

累積損益(億 円) 一30 2 27 30

従業員数(人) 1,119 1,182 1,348 1,409

専用サービス回線数 4,447 5,075 6,006 6,762

電話サービス回線数 14,506 20,298 24,139 1,188,756

(再掲)東 京電話 .1,161,830

伝送路(㎞) 34,549 41,240 48,096 59,630

(再掲)光 ケーブル 28,010 34,104 40,447 51,370

(htΦ:〃www.ttnet.cojp/borporate/corPorate.htmlか ら 転 載)
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2.4.2連 携経緯

東京電力のTTNetと の企業間連携 の成立経緯についてみるためにTTNetの 会社沿革を以下 に記

載する。

1986.3月

8月

U月

12月

1987.12月

1988.5月

11月

1991.4月

1994.9月

1995.12月

1997.2月

3月

4月

1998.1月

1999.4月

資本金40億 円で会社設立。

郵政大臣より第一種電気通信事業の許可取得

首都圏と中心 に専用サービスの提供開始

第1回 増資(振 込資本金40億 円から100億 円に)

第2画 増資(振 込資本金100億 円から200億 円に>

TTNetの 独 自網による電話サービスの提供開始

第3回 増資(振 込資本金200億 円から300億 円に)

電話サービス、NTTと 接続 し、関東圏のNTT電 話へ通話が可能に

PHS事 業会社の株式会社アステル東京を設立

フレームリレーサービスの提供開始

電力系地域通信会社9社 、KDDのJIHケ ーブル構想のFS結 果発表

関東一東北 一北海道間における電力系連携 による専用サービス開始

電話サービス、 日本移動通信の携帯 ・自動車サービス と相互接続

「東京電話」サービス提供開始

「アステル東京」 を合併

2.4.3東 京電力のTTNetと の連携の構造分析

(1)人 的ネッ トワーク分析

東京電力 とTTNetを 中心 に人的ネットワークを分析す る。平成10年7月1日 現在でのTTNet役

員の出身会社 は、東京電力8人 、三菱商事4人 、三井物産3人 、 日産自動車2人 、その他で郵政省

1人 、産業基盤整備基金1人 、NTT1人 等 となっている。

東京電力が8人 で最 も多 くなっている。また、東京電力は、東京電話の開始に伴い技術者 を中

心に90人 近い社員をTTNetに 派遣 している。
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表4.KFCJの 人 的 ネ ッ トワ ー ク 分 析(1990年)

職 位 氏 名 東京電力 三井物産 三菱商事 日産自動車 そめ他

社 長 岩 崎 克 巳 ●

副 社 長 石 田 彪

副 社 長 松 川 昭一郎 ● 郵政省

常務取締役 木 山 正 臣 ●

常務取締役 久保田 司馬男 ●

常務取締役 田 村 善 信 ●

常務取締役 松 村 英 章 ●

常務取締役 長 田 貴 男 ●

取 締 役 土 井 恒 美 ●

取 締 役 佐 藤 博 之 ●'

取 締 役 福 島 斉 京都ケーブルコミュニケーションズ

取 締.役 荒 木 繁 雄 産業基盤整備基金理事

取 締 役 山 川 昭 男" ●

取 締 役 渡 辺 明 正 NTT

取 締 役 畠 山 尚 ●

取締役(非常勤 南 直 哉 ●
'取纐殳(非常勤

佐 藤 和 男 ●

取締役(非常勤 相 原 宏 徳 ●

取締役(非常勤 白 井 忠 広 ●

常勤監査役 渡 邊 紀久次 東新 ビルディング

監 査 役 近 藤 佑 ●

監 査 役 横 浜 賢 市 ●

合 計 8人 3人 4人 2人 5人

(璋p:〃www.ttnetcojpκorporate/coτporate.html、 有価証 券報 告書 か ら作 成)

(2)資 金 ネ ッ トワ ー ク分 析

TTNetの 株 主構 成 は、 筆 頭 株 主 が 東 京 電 力 で 出 資 比 率 が33.5%で あ る。 三 井 物 産 、 三 菱 商 事 が

15.1%、 日産 自動 車 が10,0%、 そ の他 が23.5%と な っ て お り、東 京 電 力 が 中 心 的 役 割 を果 た して い

る。

表15.TTNetの 株 主 、 出 資 額

株 主 出資比率

東京電力 33.4%

三井物産 15.0%

三菱商事 15.0%

日産自動車 10.0%

その他 23.5%

(htΦ:〃www.w-ing.or.jp/pon/ttnet/service/gaiyou加mlか ら作 成)
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(3)取 引ネッ トワーク分析

TTNetの 電話業 を通 じた東京電:力の企業間連携では以下のような3つ の取引ネ:ッ・トワ ークが形成

されている。

①簡易携帯電話会社(東 京アステル)一 第1種 通信事業者(TTNet)と の階層連携

②TTNetがNTTの 地域交換局を利用することによって、成立 した地域系電話事業・・

③TTNetの 直接加入電話取引ネットワークは、東京電力 を基盤 にした階層によって成立している。

図5.TTNetを 通 じた東京電力の取引ネヅ トワーク』

① ② ③

加入者 [藪ユ [加 入者]・

アステル東京 ㎜

TTNET

東京電力

(4)情 報ネッ トワーク分析

情報ネットワークは、電話業その ものが情報ネットワークであ り、分析の対象外 となる。

(5)契 約ネ ッ トワーク

契約ネッ トワークは、ユ985年制定の電気通信事業法による規制緩和 と1995年 のNTTの 市 内交換

局の開放である。 この契約 ネットワークが存在 しなければ、東京電力の電話通信業の新規参入は

不可能であった。 また、NTTの 市内交換局の開放は、TTNetの 地域電話業の参入をは じめて可能

にした。
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2.4.4TTNetを 通 じた東京電力の企業間連携の競争上の効果 とリスク

TTNetを 通 じた東京電力の企業間連携の効果 とリスクを事例か ら導出する。

競争上の効果としてはルーティーン業務、改善業務 、開発業務で以下のことがいえる。

ルーティーン業務について

(1)電 線網を利用 して低 コス トで光ファイバー網を作 った

(2)大 口顧客への回線 リセールが可能になった。

(3)東 京電力、三井物産、三菱商事 を代理店 として加盟者を集めた。

(4)PHSに 参入、東京電話開始により総合電話業を開始 した。

(5)NTTの 回線を利用 しなが ら、複数企業の価格競争 を促進 した。

改善業務について

(1)加 入線の顧客負担 コス トが低減 し、ビジネスとして成立 した。

(2)NTTを 通 じた直接回収 をしない料金代理回収の取 り扱い。

(3)首 都圏外に通信をする場合 にKDDのJIHを 利用することによるコス トの低減。

(4)東 京軍話 とアズテル東京から受け継いだPHSサ 「ビスの両方に加入 しているユーザーに対

し加入時の手数料 とPHSの 月額基本料 を割 り引 くサービスである 「東京セッ ト」 を開始 し

た。

開発業務について

(1)電 話業(新 製 品)に 参入 した。

(2)全 国のアステル会社 との相互通話が可能になった。
一方、競争上のリスクとしては以下のことがいえる。

ルーティーン業務について

(1)経 営不振のアステル東京を救済合併することによる負担。

(2)複 数企業の競争による細分型価格体系の成立。

改善業務について

(1)東 京電力は、TTNetを 通じてしか通信業に進出で きない。

開発業務について

(1)技 術ス タッフは東京電力か らの出向者が中心である。

(2)NTTの 市内交換局の設置場所が変更になった場合、新たな設備投資が必要になる。
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表16.TTNetを 通 じた東京電力の企業間連携の連携構造 と競争上の効果とリスク

人的ネ ットワーク 資金ネッ トワーク 取引ネッ トワーク 情報ネッ トワーク 契約ネッ トワーク 競争上の効果 競争上のリスク

設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1> 設立時(TO) 現在(T1) 設立時(TO) 現在(T1) ルーティーン業務 改善業務 開発業務 ルーティーン業務 改善業務. 開発業務

- 法律による 規制緩和による
NTTの 独占 複数企業の競争

なし 東京電力(平 成 なし 東京電力が中心 NTTが 加入者 1995年N下Tが

10.7,1で8人)と 線を開放して 加入者宅と市
三井物産、三菱 いなかった 内交換局を結
商事、日産自動 ぶ加入者線を
車、郵政省と関 他社に開放 し
係あり た

東京電力33.5% アステル東京
三井物産15.1%

三菱商事15.1% 加入者
日産自動車10.0% 1

NT'「

東京電力 1
一TTNet

、

【
東京電力

首都圏に電線の
.

首都圏に電線の 1.NTTと 階層連携 を 電線と電話は 電線網を使っ 電線網を利用 加入線の顧客 電話業(新 製 ・東京電力 ・技術スタ ツ

インフラを持つ インフラを持つ 形成した 分離されてい た光ファイバ して低 コス ト 負担コス.トが 品〉に参入し は、TτNet フは東京電
、 東京電力を中心 東京電力を中心 た 一網の形成に一 で光プアイバ 低減し、ビジ た[TO:電 話業 を通じてし 力からの出

とする通信会社 と.する通信会社 より階層連携
一網を作った ネスとして成 (新製品)に か、通信業. 向者が中心

の運営. の運営 が進んだ 立した 参入できなか に進出でき である
2.KDDのJIHネ ットワークを 自社ネットワ った] ない
利用してNTTを 使わ 一クの利用だ.. NT'「の市内交 NTTを 通 じた

ずに関東域外へのネッ けが可能であ 換局の開放に 料金代理回収 ・NTTの 市内

トワークコス トの削減 を り、階層連携 より階層連携 大ロ顧客への (直接回収を
.交換局の設

予定. の範囲.は、限 が拡大した 回線 リセール しない) 置場所が変
定されていた (1988年) 更になった

KDDと の提携 首都圏外にで 場合 、新 た
1.電話線の取 引ネットワー の契約成立 る場合にKDD な設備投資
クが形成された (1998年)、 実 のJIHを 利用 が必要にな

施予定(1999 したコスト削 る
2飯 売.取引ネットワークが 年) 東京電力、三 減一

形成された. 井物産、三菱
.齟

商事を代理店
東京電力三井物産三菱商事

.
として加盟者
を集めた

TTNet「

1.電力系通信事業者 1.TTNetと ア ・PHSに 参入 東京電話とア ・経営不振の

10社の全国連携サ ステル東京 (1994年 〉 ステル東京か アステル東
一ビス販売会社㈱パ の合併予定 東京電話開 ら受け継いだ 京.を救済合
ワーネッツを設立 始(1998年) PHSザ 」 ビス 併すること

により総合 の両方に加入 による負担
2全 国の電力会社系 電話業開始 したユーザー
のアステル各社との に対 し加入手

連携 数料とPHSの
基本料金を割.
り引く 「東京.
サービス」 を

開始 した
'

2.NTTの 回線 ・NTTの 回線 ・全国の アス .・複数企業の
r を利用した を利用 しな テル会社と 競争による

複数企業の がら、複数 の相互通話 細分型価格
電話業の開 企業の価格 が可能にな. 体系の成立
始 競争 ったF

、
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3、 事例による企業間連携の競争上の効果 とリスク

垂直連携、水平連携、越境連携、階層連携の各代表的異な事例から企業間連携上の競争の効果

とリスクの具体的な記述を作業侮説にそった表現にあてはめ、代表的事例の具体的記述内容に普

遍性を持たせる作業をする。

3.1代 表的事例の作業仮説への適用作業

すでに実施 した各企業間連携の代表的事例の具体的記述項 目に作業仮説をあてはめる。具体的

記述項 目の次に→で作業仮説を提示 した。

KFCJと 供給業者 との企業間連携の競争上の効果としては、

ルーティーン業務について

(1)フ レッシュの使用力19割以上 となった。(サ プライチェーンめ連携強化によって工場の方が鶏

肉生産を市場変動にあわせている。)

(2)供 給体制の安定にタり、需要の曜日変動、シーズ ン変動への対応力が増 した。

→サプライ主体問での取引情報伝達の迅速化。

改善業務について

(1)認 定工場制度の導入により、衛生的で高品質の鶏肉の供給が可能になった。

(2)中 間在庫の管理改善、温度管理による保存可能日数の柔軟化。

→サプライ主体間の物の流れの全体 としての改善

(3)安 定供給が可能になり規模の効果 を発揮 し、出店速度が加速 した。

(4)・3温 度帯車(常 温、冷凍、冷蔵)の 使用によるコス トダウン予定。

→サプライ主体間で相互関係がある活動の効率化

開発業務 について

(1)国 内産ハーブ鶏の導入
→サプライチェーン内の主体が共同することで実現できる共同開発

(2)国 内独 自の新製品辛ロチキン、クリスピーの開発

→市場情報 に代表される川下情報の川上企業への情報 フィー ドバ ック

NUMMIに よる トヨタ自動車 とGMの 企業間連携の競争上め効果 と』しては、

ルーティーン業務 について

・(1)GMの デイラー利用による販売の安定化。
→同業者同士の設備共有 ・大規模化による品質の安定

改善業務について

(1)労 働者の勤労意欲の向上。

(2)メ ーカーと部品メーカーのコミニューションの成立による効率的部品調達。

ら同業者が共有使用することによる設備 ・システム投資の重複回避

(3)低 コス トによる工場運営。

、(4)米 国における自動車生産の生産性の向上。
→同業者共有 による同一の製品提供のための設備 ・システムの大規模化 による効率化

.開発業務について

(1)メ ーカーと部品メーカーとの トヨタ生産方式にそった部品の開発。
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(2)米 国における工場運営ノウハ ウの取得。,一,岫

→同業者が共同利用することによる規模 を前提にした開発(特 にプロセス開発)

(3)工 場運営 ノウハウ、部品メやカーとの取引ノウハ ウの他工場への移転b

(4)ト ヨタ自動車の対米進出可能性の検証6.

(5)複 雑 な職務・の簡素化。・

→ 同業者によ・る同じ生産設備を共有する製品共同開発あるいは共有設備開発に関わる個別企業の

開発負担の軽減

プラネットを通 じたライオ ンの日用雑貨業者 との企業間連携の競争上の効果 としては、

ルーティーン業務について 『

(1)VAN業 者の(株)イ ンテ ックからの参加 によって安定かつ低 コス トの受発注システムを確立 .

した。

(2)プ ラネットを通 じ花王 に対抗できる強力な商流システムを構築 した。

(3)日 用雑貨化粧品以外のメーカーの参加、・卸店の参加の増加 に,よってコン.ビニエンスス トア等

への小売段階の販路が拡大 した。

→異なる製品を同時に扱うことによる売 り上げ増大

改善業務について

(1)受 発注業務 は、すべてプラネットにアウ トソーシングをして人員、コス トが軽減できた。

→異質事業 を知ることによる経営 システムの柔軟化

(2)舗1聡2郷 を開発したr!他メ」か とプラデツトによ?磁 したチ轡 の

→異製品のチャネル等の利用E

開発業務につい て

(1)プ ラネ ット物流 による一部共同配送の実施が可能になった。

(2)V:AN業 者 の(株)イ ンテックからの参加によって、参加メーカーの情報が漏れないシステム

を確立 したb

(3)プ ラわ トの成功による日騰 讎 旦店の参加数の増加畔 い・ラ病 ンほペヅ、トフー 礫 界

に参入 した。

→異業者の保有技術の開発による新製品開発

(4>V奈N業 者の(株)イ ンテックの参加 によっでシステム自体のアウ トソーシングが可能になっ

左。
→異質技術 の複合製品の創 出

TTNetを 通 じた東京電力の企業間連携の競争上の効果 としては、

ル」ティーン業務 について

(1)電 線網 を利用 して低コズ トで光ファイバー網 を作 った。

1(2)大 口顧客への凰線リ々一ルが可餝になった』、

(3).'東 京電力、三井物産、三菱商事を代理店 として加盟者 を集φ左。

(4)PHSに 参入、東京電話開始により総:合電話業 を開始 した。

(5)NTTの 回線 を利用 しながら、複数企業の価格競争を促進 した。
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→インフラまたはアプリの依存相手を活動 ・信用 による安定供給 ・安定稼動の確保

改善業務について

(1)加 入線の顧客負担コス トが低減 し、 ビジネス として成立 した。

→インフラまたはアプリの力 を利用 した製品の提供範囲の拡大

(2)東 京電話 とアステル東京か ら受 け継いだPHSサ ービスの両方に加入 しているユーザーに対 し

加入時の手数料 とPHSの 月額基本料 を割 り引 くサービスである 「東京セッ ト」 を開始 した。

→インフラまたはアプリの力 を利用 した製品の提供範囲の拡大

(3)NTTを 通 じた直接回収をしない料金代理回収の取 り扱い。

・(4)・首都圏外に通信 をする場合にK:DDのJIHを 利用することによるコス トの低減。

→インフラまたはアプリの依存 による事業安定 を前提にした製品の改善

開発業務について

(1)電 話業(新 製品)に 参入 した。

→特定のインフラ ・アプリとしての製品を前提にした連携相手 との共同開発

(2)全 国のアステル会社 との相互通話が可能にな6た 。

→特定のインフラ ・アプリを前提にすることによる製品開発の期間短縮化

以上の結果 を整理 した表が下記の表 となる。

表17.連 携の競争上の効果

業務内容連携種類 ルーティン業務
1

改善業務 開発業務,

垂直提携 相手を含むサブ サプライ主体問 サ プライ主体問 サプライ主体問 サ プラ イチ ェ ー 市場情報に代表

の効果 ラ イチ ェ ー ン全 での取引情報伝 の物の流れの全 で相互関係があ ン内の主体が共 される川下情報

体の競争力向上 達の迅速化 体 としての改善 る活動の効率化 同することで実 の川上企業への

L 現で きる共同開 情 報 ブ イー ドバ

発 ック

水平提携 同業者 に よる設 同業者同士の設 同業者共有によ 同業者が共有使 同業者が共同利 同業者 による同

の効果 備共有 に よる資 備共有 ・大規模 る同一の製品提 用することによ 用する ことによ じ生産設備を共

源の製品単位当 化による品質の 供 の た め の設 る設備 ・シ ス テ る規模を前提に 有する製品共同

た り負担の減少、 安定 備 ・シス テム の ム投資の重複回 した開発(特 に 開発あるいは共

共 有 に よ る大 規.. 、大 規 模化 に よる 一避 ヒ プロセス開発) 有設備開発に関

模 化で可 能 とな
F

効率化 わる個別企業の

る活動の享受 開発負担の軽減

越境連携 異業者 ・異 製品 異なる製品を同 異質事業を知る 異製品のチャネ 異業者の保有技 異質技術の複合

の 効果 ・ との シナ ジー効 時に扱 うこどに こ とによる経営
』ル等の利用

術 め開発による 製品の創出

果 よる売 り上 げ増 システムの柔軟 新製品開発

大 化

階層連携 事業前提確保に イ ンフ ラ また は イ ンフ ラま たは イ ン フラ また は 特 定 の イ ン フ 特 定 の イ ン フ

の効果 ,よ る市 場 開 拓 ・ アプ リの依存相 アプ リの依存に アプリの力を利 ラ ・ア プリ と し ラ ・ア プ リ を前

オペ レー シ ョ ン 手 を活動 ・信用 よる事業安定 を 用 した製品の提 ての製品を前提 提 にすることに

コス トの低 減効 に よ る 安 定 供 前提 にした製品 供範囲の拡大 にした連携相手 よる製 品開発 の

果 給 ・安定稼動の の改善 との共同開発 期間短縮化

確保
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一方、KFCJの 競争上のリスクとしては、

ルーティーン業務について

(1)認 定工場制度の導入後は、品質基準が遵守できない工場はサプライチェーンから脱退 した。

(2)低 価格化戦略が消費者ニーズにマ ッチ していなかった。

→連携 したサプライ主体 とのみ成立するルーティン(活 動)が 原則的に維持 される恐れ。

改善業務について

(1)調 理マニュアルが決まってお り、販売店舗での工夫、製品の改良は禁 じられている。

改善が自由にできない。

(2)消 費者のニーズに合わない品揃え(製 品数の多様)に より経営が うまくいかな ぐなった。

(3)認 定工場は独 自の改善 をすることが禁 じられている。

→サプライチェーン活動内で相互性がある活動 についてサプライ主体以外の他主体 は独 自改善が

自由にできない。

開発業務について

(1)製 品の開発はKFCJ本 部に一括 されている。

→他サプライ主体の能力に拘束 された開発 しかできない。

一方、NUMMIに よる トヨタ自動車とGMの 企業間連携の競争上のリスクとしては、

ルーティーン業務について

(1)独 禁法による情報の制限。

(2)レ イオフの回避による経営の圧迫。

→消費者ニーズ よりも同業者の共有活動を維持するための標準取 り決めが優先される。

改善業務について

(1)有 力な販売網 と人気商品の製造販売による改善意欲の減退。

(2)ト ヨタ生産システムに従わない部品メーカーの排除。

→ 同業者による製品 ・サービスの寡占化で利益確保がで きているがゆえに自己改善意欲が減退す

る。

開発業務について、

(1)独 禁法による新車開発の制限。

→技術開発で抜け駆けができない。

一方、プラネットを通 じたライオンの日用雑貨業者との企業間連携の競争上のリスクとしては、

ルーティーン業務について

(1)受 発注業務は、すべてプラネットの標準 にあわせるため、特定の顧客の要求には応 じる,こと

はで きない。

→異製品が同居するこどで日常業務が混乱する。

改善業務について

(1)プ ラネッ トの参加企業(メ ーカー、卸店)は プラネットを通 じた流通機能の利用 しかできず、

有効であっても他のVAN業 者の利用はで きない。

(2)プ ラネッ トの参加企業(メ ーカー、卸店)の 独 自の改善は、プラネットが採用 しない限 り実

現 しない。
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(3)既 存のプラネットのシステムに合わない製品の取 り扱いは行わない。

→シナジー効果 を前提 とした改善ができない。

開発業務について

(1)プ ラネ ットの参加企業(メ ーカー、卸店)は 、プラネッ トが提供する機能 しか利用 で きな

いo

→異製品技術が宝の持ち腐 れになる。

一方、TTNetを 通 じた東京電力の企業間連携の競争上のリスクとしては、

ルーティーン業務について

(1)経 営不振のアステル東京 を救済合併することによる負担。

(・2)複 数企業の競争による細分型価格体系の成立。・

→ インフラ ・アプリを提供する連携相手とだけ成立す る排他的オペ レーションへの批判 舳

改善業務について

(1)東 京軍力は、TTNetを 通 じてしか通信業 に進出できない。'・

→ インフラ ・アプリを提供する相手だけでなく他 の相手 と連携することでの改善の検討 も強い ら

れる。

開発業務についで 一

(1)技 術スタッフは東京電力からの出向者が中心である。

(一2)NTTの 市内交i換局の設置場所が変更になった場合、新たな設備投資が必要 になrる6、

→ インフラ ・アプリを提供する相手する相手以外の他の相手の製品を利用 した開発 も求め られる。

以上の企業間連携の競争上のリスクを整理 した表が以下である。
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表18.連 携の競争上のリズク

業務内容連携種類 ルーティン業務 改善業務 開発業務

垂直提携

の リスク

他主体 の活 動 ・

製品 の重荷化 ・

制約化

サ プライチェー

ン活動内では他

の主体 はサプラ

イ主体問で遂行

される行動 に制

約 を受ける,

連携 したサプラ

イ主体 とのみ成

立す るルーティ

ン(活 動)が 原

則的 に維持 され

る恐れ

サプライチェー

ン活動内で相互

性がある活動に

ついてサ プライ

主体以外の他主

体 は独 自改善が

自由にで きない

他サプライ主体

の能力 に拘束 さ

れた開発 しかで

きない

水平提携

の リスク

顧客か らの遊離 同業者の共有活

動から生 じる利

益 が確保 される

ことによる消費

者ニーズの無視

消費者ニーズ よ

りも同業者の共

有活動を維持す

るための標準取

り決めが優先さ

れる

同業者 による製

品 ・サー ビスの

寡占化で利益確

保ができている

がゆえに自己改

善意欲が減 退す

る

技術開発 で抜け

駆 けができない

越境連携

の リスク

管理の複雑化 異業者 ・異製品

を取 り扱 うこと

から生 じる異な

る管理指標 ・管

理 システムの錯

綜化

異製 品が同居す

るこ とで日常業

務が混乱する

シナジー効果を

前提 とした改善

がで きない

異製品技術が宝

の持ち腐れにな

る

階層連携

の リスク

独 占利用へ の社

会 的批判 ・

インフラ ・アプ

リの範囲からは

み出す活動 を求

めれる恐れ

インフラ ・アプ

リを提供す る連

携相手 とだけ成

立す る排他的オ

ペ レーシ ョンへ

の批判

インフラ ・アプ

リを提供する相

手だけでな く他

の相手 と連携す

るこ とでの改善

の検討 も強い ら

れる

インフラ ・アプ

リを提供す る相

手す る相手以外

の他の相手の製

品を利用 した開

発 も求められる

4.』 結 論

企業間連携 は、従来連携の主体者が誰であ るか之い うごと、に焦点をあて、同業者、異業者 とい

う観点で企業間連携のパターンが分類 されてレ}左q今 回は～企業間連携が果たす機龍 ζ企業間連

携の形成主体の形態 を考慮 し、垂直連携、水平連携く越境連携、階層連携の4つ の企業聞連携 の

パターンを提示 し、企業間連携がこの4つ のパタ「ンで分類する事が可能であることを検証 した。

さらにこの4つ の企業間連携が連携主体者のどめような 「意図」 によって形晟されるのか とい

う点について企業間連携の 「意図」 に基づ く 厂効果」の分析 を実施 した。報道 による企業間連携

の 「効果」である作業仮説が4つ の代表的事例の分析 により検証することができた。それととも

に、企業間連携の形成 による 「リスク」が存在することを確認 し、その 「リスク」の内容 を提示

した。今 回新 たに再定義 した4つ の経済性 に伴 う 「リスク」は、以下であることが判明した。
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「規模の経済性」 に伴う 厂規模のリス ク」は、固定費の絶対額が大 きくなり、稼働率に利益が

依存することがあげられる。

「範囲の経済性」に伴う 「範 囲のリス ク」は、異業者が活動をともにす ることによる調整や判

断の複雑化があげ られる。

「連結の経済性」に伴 う 「連結のリスク」 は、活動の手順 ・設備が連携相手 に依存 して関係特殊的

になることによる連携参加者の組み替えの困難さがあげ られる。

「ネットワークの経済圏 に伴 う 「ネットワークのリスク」は、インフラ、アプリケーションの標

準 を前提にすることによる開発制約の増加や政府や少数派からの反感があげられる。

以上から、4つ の企業間連携 と効果原理 と企業間連携の 「効果」 と 「リスク」は、次の ような

表にまとめることできる。

表1b.4つ の連携効果の原理 と連携パターン

効果原理 効果の源泉 リスクの源泉
相対的に対応する

連携パターン

規模の効果 共通資源 競争の排除 水平連携

範囲の効果 資源補完 管理の複雑化 越境連携

連結の効果 全体最適 組み替えの難 しさ 垂直連携

ネ ッ トワ ー ク の 効 果 事業前提確保 独占利用への批判 階層連携

さらに、企業間連携 と連携効果につい ては、垂直連携には 「連結の効果」が、水平連携 には

「規模の効果」、「範囲の効果」、「ネットワークの効果」が、越境連携には 「規模の効果」、1「範囲の

効果」が、階層連携 には 「規模の効果」、厂連結の効果」、「ネットワークの効果」 と関係があるこ

とが判明した。

図6、 企業間連携行動 と連携効果
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